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第一部【企業情報】
　

第１【企業の概況】

　

　
　
１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等
　

回次 第109期 第110期 第111期 第112期 第113期
決算年月 平成20年12月平成21年12月平成22年12月平成23年12月平成24年12月

売上高 (百万円) 116,012 61,828 71,987 71,212 60,425

経常利益 (百万円) 25,172 922 10,538 8,860 3,516

当期純利益

又は当期純損失（△）
(百万円) 13,679 171 5,989 4,604 △516

包括利益 (百万円) ― ― ― 3,476 1,022

純資産額 (百万円) 46,184 45,243 50,902 53,267 53,404

総資産額 (百万円) 87,979 66,236 73,405 72,152 71,731

１株当たり純資産額 (円) 413.83 409.03 460.27 481.67 482.80

１株当たり当期純利益

又は当期純損失（△）
(円) 124.08 1.56 54.36 41.80 △4.69

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 51.8 68.0 69.1 73.5 74.1

自己資本利益率 (％) 33.4 0.4 12.5 8.9 △1.0

株価収益率 (倍) 3.7 353.8 11.8 8.3 △54.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 7,438 11,539 10,152 4,033 3,860

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △2,810 △4,403 △3,205 △3,675 △2,292

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △3,828 △7,549 △2,266 △1,124 △3,276

現金及び現金同等物

の期末残高
(百万円) 4,251 3,678 8,334 7,546 5,906

従業員数 (名) 821 655 645 635 631

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等
　

回次 第109期 第110期 第111期 第112期 第113期
決算年月 平成20年12月平成21年12月平成22年12月平成23年12月平成24年12月

売上高 (百万円) 105,947 54,999 65,062 64,642 53,683

経常利益 (百万円) 23,767 614 9,714 8,427 3,240

当期純利益 (百万円) 12,545 66 5,412 4,358 1,169

資本金 (百万円) 11,026 11,026 11,026 11,026 11,026

発行済株式総数 (千株) 110,433 110,433 110,433 110,433 110,433

純資産額 (百万円) 44,399 43,082 48,172 50,968 51,521

総資産額 (百万円) 82,156 61,786 68,581 67,813 67,634

１株当たり純資産額 (円) 402.84 390.97 437.25 462.68 467.72

１株当たり配当額

(内１株当たり

中間配当額)

(円)

(円)

22.50

(10.00)

3.00

(―)

10.00

(―)

8.00

(―)

5.00

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 113.80 0.60 49.12 39.56 10.62

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 54.0 69.7 70.2 75.2 76.2

自己資本利益率 (％) 31.5 0.2 11.9 8.8 2.3

株価収益率 (倍) 4.0 920.0 13.1 8.8 24.1

配当性向 (％) 19.8 500.0 20.4 20.2 47.1

従業員数 (名) 427 422 415 425 426

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２【沿革】

　

昭和10年１月大垣電気冶金工業所(大正14年創設、北陸工場でフェロアロイを製造)を株式会社に改組し、株式会社
電気冶金工業所として発足(設立)。

昭和10年６月栗山工場設置(クロム塩類を製造)。
昭和11年11月社名を日本電気冶金株式会社に改称。
昭和24年５月証券取引所に上場。
昭和38年12月東邦電化株式会社(設立　昭和９年、日高工場でフェロアロイ・郡山工場で金属けい素を製造)と合併

し、社名を日本電工株式会社に改称。
昭和44年３月共栄産業株式会社の株式の過半数を取得(現、連結子会社)。
昭和44年５月徳島工場設置、工業薬品工場完成(クロム塩類を製造)。
昭和45年１月徳島工場に港湾設備を備えた合金鉄工場完成(フェロアロイを製造)。
昭和45年２月電工興産株式会社を設立(現、連結子会社)。
昭和46年６月極東工業株式会社(設立　昭和22年、宮古工場でフェロアロイを製造)を吸収合併。
昭和48年４月郡山工場にクロム酸回収装置再生工場完成。
昭和48年６月栗山工場のクロム塩類製造を中止。
昭和50年10月栗山興産株式会社を設立(現、連結子会社)。
昭和50年11月日電産業株式会社を設立(現、連結子会社)。
昭和53年10月極東物産株式会社(現、日電カーボン株式会社)を買収(現、連結子会社)。
昭和54年10月日電徳島株式会社を設立(現、連結子会社)。
昭和55年３月郡山工場の金属けい素製造を中止。
昭和59年３月徳島工場を徳島合金鉄工場と徳島工業薬品工場に分離。
昭和62年11月日高エレクトロン株式会社を設立(現、持分法適用関連会社)。
平成元年７月 徳島合金鉄工場と徳島工業薬品工場を統合し、徳島工場に改称。
平成５年４月 リケン工業株式会社(現、連結子会社)及び理研産業株式会社を買収。
平成５年10月南ア、サマンコール社と合弁でNSTフェロクロム社を設立。
　 (平成24年12月当社は、NSTフェロクロム社の当社持分の全部を合弁先に売却したため、同社は関係会

社に該当しなくなりました。)
平成９年４月 宮古工場のフェロマンガン製造事業を徳島工場に集約。
平成14年３月南ア、ハイベルト社と合弁でSAJバナジウム社を設立(現、持分法適用関連会社)。
平成14年12月ＮＤリサイクル社を設立(現、持分法適用非連結子会社)。
平成16年８月中国、錦州鉄合金股?社と合弁で錦州日電鉄合金社を設立。
　 (平成21年6月当社は、錦州日電鉄合金社の当社持分の大半を第三者に譲渡したため、同社は関係会社

に該当しなくなりました。)
平成24年３月中国（香港）にNDC H.K.Company Limitedを設立(現、連結子会社)。
平成24年９月マレーシア、パータマ・フェロアロイ社へ資本出資。
平成24年12月クロム塩事業を日本化学工業株式会社へ譲渡。
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３【事業の内容】

  当企業集団は、合金鉄、新素材、化学品、環境システム等の製造販売を中心に事業を展開している当

社、子会社９社及び関連会社３社（以下「当社グループ」という。）と、鉄鋼製品等の製造、販売を行っ

ているその他の関係会社である新日鐵住金㈱で構成されております。

　当社グループが営んでいる主な事業内容と各関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであ

ります。なお、次の５部門はセグメントと同一の区分であります。

　

(1) 合金鉄事業
　

主な事業内容 主要な会社名 会社数

フェロマンガン、シリコマンガン、フェロクロム、フェロシリコ

ン、フェロバナジウム、その他の特殊金属製品等の製造・販売等

当社、電工興産㈱、NDC H.K.Company

Limited、SAJバナジウム・リミテッド、

Pertama Ferroalloys SDN.BHD.

５社

　　

(2) 新素材事業
　

主な事業内容 主要な会社名 会社数
フェロボロン、金属クロム、酸化ジルコニウム、リチウムイオン
二次電池材料等の製造・販売

当社 １社

　

(3) 化学品事業
　

主な事業内容 主要な会社名 会社数
ほう素類、その他工業薬品等の製造・販売等 当社、共栄産業㈱ ２社

　

(4) 環境システム事業
　

主な事業内容 主要な会社名 会社数

クロム酸回収、ほう素回収、ニッケル回収、用水事業等
当社、共栄産業㈱、NDリサイクル・リミテッ
ド

３社

　

(5) その他の事業
　

主な事業内容 主要な会社名 会社数
金属製品、貴金属化合物等の販売、珪カル肥料、アルミ粒、微粒黒
鉛、電極ペースト、サンプラー等鉄鋼用分析測定機器、アルミ電
極箔等の製造・販売、プラスチックの加工・販売、港湾荷役・構
内作業の請負、水力発電による電力の供給、コンクリート廃材等
の再生加工・販売

当社、共栄産業㈱、日電産業㈱、
日電カーボン㈱、日電徳島㈱、栗山興産㈱
リケン工業㈱、日高エレクトロン㈱
　

８社
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　以上に述べた事項の概要図は次のとおりであります。
　

(注)　無印　連結子会社 ○印　持分法適用非連結子会社

※印　持分法適用関連会社 ■印　持分法非適用関連会社
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４【関係会社の状況】
　　　　　　　　　　　　　　　

名　　　称 住　　所 資本金
主　要　な

事業の内容

議決権の

所有割合

〔被所有割合〕

関　　係　　内　　容

役員兼任等
資金

援助

営業上

の取引

設備の

賃貸借

等

摘要
兼任

転籍

出向

(連結子会社) 　 百万円 　 ％ 人 人 　 　 　 　

共栄産業㈱ 東京都中央区 99
化学工業製

品等の販売
71.4 2 2 なし

当社の製品

を販売、当

社に原材料

を供給

なし 　

リケン工業㈱ 東京都台東区 10

鉄鋼用分析

測定機器等

の製造・販

売

100.0 2 2 なし なし なし 　

栗山興産㈱ 北海道栗山町 18

プラスチッ

クの加工・

販売

100.0 2 2 あり
当社に資材

を供給
あり 　

電工興産㈱ 東京都中央区 100倉庫業 100.0 3 2 なし

当社製品の

保管・輸送

等

あり 　

日電カーボン㈱ 福島県郡山市 40

電極ペース

トの製造・

販売

100.0 3 3 あり
当社に原材

料を供給
あり 　

日電産業㈱ 富山県射水市 16

構内作業の

請負・アル

ミ粒の販売

78.8 3 3 なし

当社製品・

原材料の構

内作業を請

負等

あり 　

日電徳島㈱ 徳島県阿南市 15

港湾荷役・

構内作業の

請負

85.5 3 2 なし

当社製品・

原材料の荷

役等

あり 　

　 　 千HK$　 　 　 　 　 　 　 　

NDC H.K.Company

Limited　
中国・香港 65,000

合金鉄の購

入・販売
100.0 1 1 なし

当社の海外

諸プロジェ

クトを管理

なし 　

(持分法適用非連結子会社) 　 百万ウォン 　 　 　 　 　 　 　 　

NDリサイクル・

リミテッド

大韓民国

平澤市
1,450

イオン交換

樹脂の再生
100.0 3 1 あり なし なし 　
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名　　　称 住　　所 資本金
主　要　な

事業の内容

議決権の

所有割合

〔被所有割合〕

関　　係　　内　　容

役員兼任等
資金

援助

営業上

の取引

設備の

賃貸借

等

摘要
兼任

転籍

出向

(持分法適用関連会社) 　 千ランド 　 ％ 人 人 　 　 　 　

SAJバナジウム・

リミテッド

南アフリカ・

ウィットバン

ク

30,000

フェロバナ

ジウムの製

造・販売

50.0 3 ― なし
当社に製品

を供給
なし 　

　 　 百万円 　 　 　 　 　 　 　 　

日高エレクトロン㈱ 北海道様似町 100

アルミ電極

箔の製造・

販売

50.0 4 ― あり
当社から電

力を供給
あり 　

(その他の関係会社) 　 百万円 　 　 　 　 　 　 　 　

新日鐵住金㈱
東京都千代田

区
419,524

鉄鋼製品等

の販売及び

エンジニア

リング

〔15.3〕

(0.3)
─ ─ なし

当社の製品

を販売
なし

(注)

2,3,4,

5,6

(注) １　上記子会社は特定子会社ではありません。

２　新日本製鐵㈱は、平成24年10月１日付で住友金属工業㈱と合併し、商号を新日鐵住金㈱に変更しております。

３　新日鐵住金㈱は有価証券報告書の提出会社であります。

４　議決権の所有割合欄〔被所有割合〕の(　)数字は間接所有割合(内数)であります。

５　議決権の被所有割合は100分の20未満でありますが、実質的な影響を受けているため、その他の関係会社となっ

ております。

６　業務提携関係にあり、具体策を検討し、実行しております。
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５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成24年12月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

合金鉄事業 147

新素材事業 124

化学品事業 42

環境システム事業 48

その他の事業 220

全社(共通) 50

合計 631

(注)   　従業員数は就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成24年12月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

426 43.02 16.68 6,449,479

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

セグメントの名称 従業員数(名)

合金鉄事業 147

新素材事業 124

化学品事業 42

環境システム事業 48

その他の事業 15

全社(共通) 50

合計 426

(注)   　従業員数は就業人員であります。

　

(3) 労働組合の状況

　当社は、日本電工労働組合を結成し、日本基幹産業労働組合連合会に加盟しておりますが、労使関係

は安定しており、特記すべき事項はありません。なお、国内連結子会社においては労働組合の結成は

ありません。
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第２【事業の状況】

　

　
　
１【業績等の概要】

(1) 業績

　当連結会計年度の世界経済は、前半は米国景気の底堅さや新興国における金融緩和の効果などを

反映し緩やかながらも回復傾向にありましたが、後半は既往の債務問題により欧州の景気が低迷、

その影響もあり新興国の成長も鈍化し、全体として概ね減速傾向となりました。また、わが国経済

の回復も力強さに欠け、前半は自動車に対する需要刺激策の効果や震災復興関連などの内需に支

えられ改善の動きを見せていましたが、後半は需要刺激策が終了したことに加えて海外経済の減

速もあり、弱含みの推移となりました。

  これら国内外の景気動向を背景に、当社の主たる需要先である日本の鉄鋼業界においても、前半

は国内需要を中心として回復基調にありましたが、後半は内外需ともに停滞し、年間粗鋼生産量は

前年並みとなりました。

　こうした状況の下、当社は合金鉄事業のさらなる競争力強化を狙いとして海外生産プロジェクト

への参画を決定いたしました。一方で成長分野に経営資源を集中させるべくクロム塩事業の譲渡、

海外フェロクロム事業の権益譲渡を行うなど、将来の発展に向け全社をあげて諸施策に取り組み

ました。

  当社の当連結会計年度の業績は、円高と国際市況低迷による合金鉄の販売価格の下落、自動車用

大型電池向けマンガン酸リチウムの販売伸び悩みなどにより、前年に比べ減収、減益となりまし

た。売上高は前年に対して15.2％減少し60,425百万円（前年度実績71,212百万円）、営業利益は前

年に対して57.7％減少し3,723百万円（前年度実績8,796百万円）、経常利益は前年に対して

60.3％減少し3,516百万円（前年度実績8,860百万円）となりました。また、クロム塩事業整理のた

めの特別損失などにより、516百万円の当期純損失（前年度実績は当期純利益4,604百万円）とな

りました。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

（合金鉄事業）

  2012年の世界の粗鋼生産は、欧州の債務危機に伴う金融不安の長期化及び中国を中心とした

新興国の成長減速が影響し、15億4,780万トンと前年比1.2％の微増に留まりました。牽引的な役

割を果たしてきた中国の粗鋼生産は、7億1,654万トンと初めて7億トンを超えましたが、伸び率

は前年比3.1％と鈍化しました。（2010年は前年比10.7％、2011年は8.8％）

  日本の粗鋼生産については、内需は前半において自動車、建設向け等を中心に堅調に推移しま

したが、後半に入り需要刺激策の終了などから失速しました。輸出は欧州経済の停滞、新興国の

成長減速による需要減に加え、長期化する円高の影響もあり低調に推移しました。その結果、

1-12月の粗鋼生産は1億723万トンと前年比ほぼ横ばいとなりました。

 停滞する世界経済の下、合金鉄の国際市況は軟調に推移し、加えて円高の長期化も大きく影響

して当社の販売価格は大幅に低下しました。

  当事業の1-12月期の業績は、前年比で販売数量は増加したものの販売価格の大幅な低下によ

り売上高は17.9％減少しました。また営業利益は前年に比べ68.2％減少しました。
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（新素材事業）

　マンガン酸リチウムの販売は、自動車用大型電池向けの需要が伸び悩む中、在庫調整の影響も

あり大幅に減少しました。

  フェロボロン及び酸化ジルコニウムの販売は、いずれも第１四半期が不調だったものの、第２

四半期以降回復し堅調に推移しました。

  以上の結果、当事業の売上高は前年に比べ19.3％の減少、営業利益は58.1％の減少となりまし

た。

（化学品事業）

  ほう素類及びクロム塩類は、需要の減少により販売数量・売上高ともに前年を下回り、営業利

益も減少しました。クロム塩類については12月末をもって予定通り事業譲渡を完了いたしまし

た。

（環境システム事業）

  主要顧客である表面処理業界において生産の海外移転、生産工程の閉鎖・統合が進行するな

ど、事業環境は厳しいものとなりました。こうした中、大型設備の販売が寄与したことにより売

上高及び営業利益は前年に比べ増加となりました。

（その他の事業）

  その他の事業は、前年比で売上高は減少しましたが、営業利益は若干増加しました。 

なお、当連結会計年度におけるセグメントの売上高及び営業利益は、次の通りであります。

　 　 　 　 　 　 　 　 （単位：百万円、％）

区分

　
第１１２期（前連結会計年度）

　
（平成23.1.1～23.12.31）

　

　
第１１３期（当連結会計年度）

　
（平成24.1.1～24.12.31）

　

増減率
　

売上高 営業利益 売上高 営業利益
売上高 営業利益　

金　額
　

構成比
　
金　額

　
構成比

　
金　額

　
構成比

　
金　額

　
構成比

合金鉄事業 47,64766.95,32760.639,13864.81,69445.5-17.9-68.2

新素材事業 9,80513.82,14024.37,91413.1 89624.1-19.3-58.1

化学品事業 6,8779.7 580 6.6 6,62311.0 323 8.7 -3.7-44.3

環境システム事業 1,5322.1 344 3.9 1,6642.7 39410.6 8.6 14.5

その他の事業 5,3497.5 403 4.6 5,0838.4 41511.1 -5.0 3.0

合　　 計 71,212100.08,796100.060,425100.03,723100.0-15.2-57.7
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(2) キャッシュ・フローの状況

  営業活動によるキャッシュ・フローは、3,860百万円の収入となりました（前連結会計年度は

4,033百万円の収入）。主な増加要因は税金等調整前当期純利益666百万円及びたな卸資産の減

少による増加1,723百万円であります。主な減少要因は法人税等の支払2,298百万円であります。

  投資活動によるキャッシュ・フローは、2,292百万円の支出となりました(前連結会計年度は

3,675百万円の支出)。主な要因は、有形及び無形固定資産の取得による支出1,103百万円、投資有

価証券の取得による支出706百万円であります。

  財務活動によるキャッシュ・フローは、3,276百万円の支出となりました(前連結会計年度は

1,124百万円の支出)。主な増加要因は短期借入金の増加2,020百万円、主な減少要因は長期借入

金の返済による支出4,400百万円、配当金の支払額881百万円であります。

  以上の結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ1,640百万

円減少し5,906百万円となりました。 
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績
　

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

合金鉄事業 26,070 72.9

新素材事業 7,967 69.3

化学品事業 2,978 74.0

環境システム事業 1,632 109.2

その他の事業 3,184 90.4

合計 41,833 74.3

(注)　金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注状況

　受注生産は行っておりません。

　

(3) 販売実績
　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

合金鉄事業 39,138 82.1

新素材事業 7,914 80.7

化学品事業 6,623 96.3

環境システム事業 1,664 108.6

その他の事業 5,083 95.0

合計 60,425 84.8

(注) １　消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次のとおりであります。

　

相　手　先

前連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

新日鐵住金㈱ 31,493 44.2 27,260 45.1
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３【対処すべき課題】

(1）当社グループの対処すべき課題

　当社グループは、2011年～2013年を実行期間とする「第5次中期経営計画」を策定いたしました。

アジアを中心とする新興国の経済発展が牽引する新たな量的発展の時代において、これまでに築

き上げた経営基盤を最大限に活用して、「収益力の更なる強化と新たな事業発展のための基盤確

立」を目指しております。 

　

①主力事業の「合金鉄」および成長事業である「機能材料」を当社の「２コア」ビジネスと位　 

置付け、これらの生産基盤の強化により、事業の拡大、収益力の向上を実現する。 

（機能材料＝電池材料、フェロボロン、酸化ジルコニウム、酸化ほう素） 

　

②さらなる成長に向けて、ビジネス環境の変化に的確に対応できる人材の育成・組織の構築に取

り組む。

　

このように、当社グループは企業価値を高めるとともに、コーポレートガバナンス及びリスク管理

運営を一層強化し、株主や顧客の皆様からの信頼に応えられるよう努めてまいります。

　

　(2）当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　会社法施行規則第118条第3号に定める「当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り

方に関する基本方針」の概要は下記の通りです。

①　基本方針の内容

当社は、安定的かつ持続的な企業価値の向上が当社の経営にとって最優先の課題と考え、その

実現に日々努めております。従いまして、当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配す

る者は、当社の経営理念、企業価値のさまざまな源泉、当社を支えるステークホルダーとの信

頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確保、向上させ

る者でなければならないと考えております。 

上場会社である当社の株式は、株式市場を通じて多数の株主、投資家の皆様による自由な取引

に委ねられているため、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方は、最終的に

は株主の皆様のご意思に基づき決定されることを基本としており、会社の支配権の移転を伴

う買付提案に応じるか否かの判断も、最終的には株主の皆様全体の意思に基づき行われるべ

きものと考えます。 

しかしながら、当社株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、明らかに濫用目的によるも

のや、株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの等、その目的等からみて企

業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれをもたらすもの、対象会社の取締役や株主

が買付の条件等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十

分な情報や時間を提供しないもの等、不適切なものも少なくありません。このような大規模な

買付行為や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適

切であり、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する大規模な買付等に対し、これを抑

止するための枠組みが必要不可欠と考えます。 
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②　会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組み

当社では、多数の投資家の皆様に長期的に当社への投資を継続していただくため、当社の企業

価値ひいては株主共同の利益を向上させるための取組みとして、役員・社員一丸となって次

の施策に取り組んでおります。これらの取組みは、上記①の会社の支配に関する基本方針の実

現にも資するものと考えております。

　

「中期経営計画」等による企業価値向上への取組み 

当社グループは、厳しい事業環境の中においても積極的な投資により生産基盤の強化を推進

し、企業価値の最大化に取り組んでまいりました。主力事業である合金鉄事業では競争力のあ

る生産体制を確立し、また、成長性の高い新素材事業では設備能力を拡大いたしました。その

結果、当社グループの業績は順調に推移しており、当社の取組みは着実に成果を上げつつあり

ます。 

当社の第５次中期経営計画おいては、アジアを中心とする新興国の経済発展が牽引する新た

な量的発展の時代において、これまでに築き上げた経営基盤を最大限に活用して、「収益力の

更なる強化と新たな事業発展のための基盤確立」を目指しております。 

　その重点課題とするところは、

（イ）主力事業の「合金鉄」及び成長事業である「機能材料」を当社の「２コア」ビジネス

と位置付け、これらの生産基盤の強化により、事業の拡大、収益力の向上を実現する 

（機能材料＝電池材料、フェロボロン、酸化ジルコニウム、酸化ほう素） 

（ロ）さらなる成長に向けて、ビジネス環境の変化に的確に対応できる人材の育成・組織の

構築に取り組むことであります。 

③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを

防止する取組み

当社は、会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方

針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上

させるための取組みとして、平成23年2月25日開催の当社取締役会において、「当社株式の大

規模買付行為への対応策」（以下「本プラン」といいます。）の継続を決議し、平成23年3月

30日開催の第111回定時株主総会（以下「本株主総会」といいます。）において、本プランの

継続について承認を得ております。 

本プランの対象となる当社株式の大規模買付行為とは、特定株主グループの議決権割合を

20％以上とすることを目的とする当社株券等の買付行為、又は結果として特定株主グループ

の議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為をいい、かかる買付行為を行う者を

「大規模買付者」といいます。 

本プランにおける、大規模買付時における情報提供と検討時間の確保等に関する一定のルー

ル（以下「大規模買付ルール」といいます。）は、（イ）事前に大規模買付者が当社取締役会

に対して必要かつ十分な情報を提供し、（ロ）必要情報の提供完了後、対価を現金のみとする

公開買付による当社全株式の買付けの場合は最長60日間、又はその他の大規模買付行為の場

合は最長90日間を当社取締役会による評価・検討等の取締役会評価期間として設定し、取締

役会評価期間、また株主検討期間を設ける場合は取締役会評価期間と株主検討期間が経過し

た後に大規模買付行為を開始する、というものです。 

本プランにおいては、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、原則として当該

大規模買付行為に対する対抗措置は講じません。但し、大規模買付者が大規模買付ルールを遵

守しなかった場合、遵守しても当該大規模買付行為が当社に回復し難い損害をもたらすなど、

当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと判断する場合には、必要かつ相当

な範囲で新株予約権の無償割当等、会社法その他の法律および当社定款が認める検討可能な

対抗措置をとることがあります。 
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このように対抗措置をとる場合、その判断の客観性及び合理性を担保するために、取締役会は

対抗措置の発動に先立ち、当社の業務執行を行う経営陣から独立している社外監査役または

社外有識者から選任された委員で構成する独立委員会に対して対抗措置の発動の是非につい

て諮問し、独立委員会は対抗措置の発動の是非について、取締役会評価期間内に勧告を行うも

のとします。当社取締役会は、対抗措置を発動するか否かの判断に際して、独立委員会の勧告

を最大限尊重するものとします。 

なお、本プランの有効期限は平成26年3月に開催される当社第114回定時株主総会の終結の時

までとします。本プランは、本株主総会において継続が承認され発効した後であっても、 

（イ）当社株主総会において本プランを廃止する旨の株主の一定割合の意思表示が行われた

場合

（ロ）当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議等が行われた場合

には、その時点で廃止されるものとします。 

継続後の本プランの詳細につきましては、インターネット上の当社ホームページをご参照く

ださい。

④　本プランが、会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合

致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないことについて

本プランは、　

（イ）買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

（ロ）株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

（ハ）株主意思を反映するものであること

（ニ）独立性の高い社外者の判断の重視

等の理由から、会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益

を損なうものではなく、かつ、当社経営陣の地位の維持を目的とするものではないと考えてお

ります。
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４【事業等のリスク】

　当社グループの経営成績及び財政状態に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項は、次のとおりであります。

　文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成24年12月31日）現在において当社グ

ループが判断したものであります。

(1)国内外の主要市場の経済状況及び需要の変動等

　当社グループの売上高は、ほとんどが国内向けとなっており、業績は、わが国の経済情勢、とりわ

け粗鋼生産量の変動により多大な影響を受けます。また、中国を始めとするアジア諸国等における

経済情勢などが業績に影響を与える可能性があります。

(2)国内外の競合各社との競争状況及び主要需要家の購買方針の変更等

　当社グループは、各事業において、国内外の競合各社と厳しい競争状態にあることから、当社グ

ループの事業競争力が相対的に減退した場合には、業績が悪化する可能性があります。また、各事

業分野における主要な需要家の購買方針に変更等が生じた場合には、業績が変動する可能性があ

ります。さらには、合金鉄の販売価格は国際市況を基準としていることから、国際的な製品需給に

より市況が変動した場合には、業績に影響を与える可能性があります。

　その他、取引先の業況が悪化した場合には、与信リスクが顕在化し、業績に影響を与える可能性が

あります。

(3)原燃料価格等の変動

　マンガン鉱石、コークス、原油等の原燃料価格は、国際市況に連動していることから、国際的な資

源需給の変動、資源輸出国における経済・社会情勢等の変化、天災地変等に起因して市況が変動し

た場合には、業績に影響を与える可能性があります。

(4)海外での事業活動

　当社グループは、海外諸国において事業投資活動を行なっております。これらの国の法令、税制や

社会的インフラの変動などが、業績に影響を与える可能性があります。

(5)為替レートの変動

　合金鉄事業を始めとして、当社グループは主として、外貨建の国際市況を基準として取引してい

ることから、為替動向が売上高及び業績に影響を与える可能性があります。また、為替動向は外貨

建で取引されている原料の購入価格にも影響を与える可能性があります。

　さらに、外貨建の資産・負債を保有していることから、為替相場の変動が業績に影響を与える可

能性があります。

(6)金利変動

　当社グループは、相応の有利子負債を保有しているため、金利情勢、その他金融市場の変動が業績

に影響を与える可能性があります。

(7)投資有価証券の価値変動

　当社グループは、金融機関や取引先等の株式を保有しているため、投資先の業績不振や証券市場

の変動が業績に影響を与える可能性があります。

(8)事業再構築

　当社グループは、企業価値の増大に向けて事業の選択と集中に取り組んでおりますが、その過程

において事業再構築に伴い業績に一時的な影響を与える可能性があります。

(9)環境法規と規制

　当社グループは、事業活動に伴い発生する廃棄物について、内外の法規制を遵守し的確な対応を

行っておりますが、関連法規制の強化によっては業績に影響を与える可能性があります。また、将

来、環境税、その他の環境規制等が導入された場合には、合金鉄事業を中心に当社グループの事業

活動が制約を受け、業績に影響を与える可能性があります。
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(10)自然災害及び事故

　当社グループの主要設備が、大規模な台風、地震、津波等の自然災害に見舞われた場合は操業に支

障を生じ、業績に影響を与える可能性があります。また、重大な労働災害、設備事故等が発生した場

合には事業活動の停止や事業活動への制約等により、業績に影響を与える可能性があります。

　

５【経営上の重要な契約等】

　特記すべき事項はありません。

 

６【研究開発活動】

  当連結会計年度の研究開発活動は、「他社を差異化する製品および技術・サービスを開発提供し、

企業価値を高め、豊かな社会の創造に貢献する」という経営理念のもと、絶対優位な新技術の開発を

研究開発方針と位置付け、研究部門・製造部門及び営業部門が一体となって諸課題の推進に邁進し

てまいりました。

  当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は310百万円であり、事業部門別の研究開発活

動及び成果は、次のとおりであります。

  合金鉄事業におきましては、主力製品である高炭素フェロマンガンの原料である鉱石・コークス

の特性評価、配合の最適化を行い、安定操業とコスト低減を支援しました。

  新素材事業におきましては、電子材料用、屈折率改良材用、自動車排ガス触媒用等、各種用途向け酸

化ジルコニウムの新商品の開発に取り組んでいます。リチウムイオン電池（LIB）の正極材料である

マンガン酸リチウムの開発については、更なる高容量・高寿命化、生産性向上の研究を行っていま

す。

  環境システム事業におきましては、クロム、ほう素資源リサイクル事業に関する顧客の要望に迅速

に応えられる各種試験・研究を続けております。ＮＥＤＯの省水型・環境調和型水循環プロジェク

トに参加し、産業技術総合研究所が開発した吸着材を活用したほう素吸着・回収・再利用システム

の開発を行っております。顧客の各種メッキ液の延命を目的とした不純物除去技術の構築にも取り

組んでおります。用水系事業では、燃料電池用小型純水製造機の構築に向けた研究を進めるなど、市

場化優先の技術開発を実施いたしております。

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)当連結会計年度末の財政状態の分析

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末と比べ420百万円減少し71,731百万円となりま

した。流動資産は前連結会計年度末と比べ2,019百万円増加し46,498百万円、固定資産は前連結

会計年度末と比べ2,440百万円減少し25,233百万円となりました。

 流動資産は、現金及び預金並びに商品及び製品の減少があったものの、未収入金の増加により、

総じて増加しました。固定資産の減少は主として、機械装置及び運搬具の減少並びに投資有価証

券の減少によるものであります。

 当連結会計年度末の負債合計は、短期借入金並びに事業整理損失引当金、環境対策引当金の増

加があったものの、1年以内返済予定の長期借入金の返済により、前連結会計年度末と比べ556百

万円減少し18,327百万円となりました。

 なお、有利子負債（短期借入金、1年以内返済予定の長期借入金、長期借入金）は2,380百万円減

少し2,770百万円となりました。

 当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ136百万円増加し53,404百万円と

なりました。利益剰余金は減少したものの、為替換算調整勘定が減少したことによるものであり

ます。
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(2)当連結会計年度の経営成績の分析

　「１　業績等の概要、(1）業績」に記載しております。

(3)資本の財源及び資金の流動性のついての分析

　「１　業績等の概要、(2）キャッシュ・フローの状況」に記載しております。
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第３【設備の状況】

　

　
　
１【設備投資等の概要】

（設備投資）

　当連結会計年度の設備投資(有形固定資産のほか、無形固定資産を含む。金額には消費税等を含まな

い。)につきましては、総額1,208百万円の投資を行いました。

　

　各セグメントの主な設備投資の内容は次のとおりであります。

　

合金鉄事業

電気炉耐火物部分更新　　　　201百万円

新素材事業

電池材料新製品対応改造工事　160百万円

　

　

（重要な設備の除却）

化学品事業

クロム塩製造設備除却　　　　446百万円
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２【主要な設備の状況】

(1) 提出会社
　 平成24年12月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額(百万円)

従業員数
(名)

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

徳島工場
・研究所
(徳島県阿南市)

合金鉄
新素材
化学品
その他

電気炉設備、ク
ロム塩類・酸
化ジルコニウ
ム製造設備等

2,726 5,068
2,666
(540)

48 10,510210

北陸工場
(富山県射水市)

合金鉄
新素材

電気炉・テル
ミット反応炉
設備等

323 455
471

(129)
3 1,253 41

日高工場
・幌満川発電所
(北海道様似町)

その他 発電設備等 1,005 409
　
33

(1,630)
1 1,449 15

郡山工場
(福島県郡山市)

環境システム
ミニクロパッ
ク再生設備等

208 245
　
296
(83)

4 754 39

高岡工場
・開発センター
(富山県高岡市)

新素材
マンガン酸リ
チウム工場等

948 3,037
　
75

(44)
23 4,085 48

(注)１　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であります。なお、金額には消費税等を含んでおりません。

２　上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容
従業員数
(名)

賃借料
(百万円)

　

本社
(東京都中央区)

合金鉄
新素材
化学品
環境システム
その他

　
事務所

　
62

年間賃借料
　
　
101
　
　

　

　

(2) 国内子会社
　 平成24年12月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額(百万円)

従業員数
(名)

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

リケン工業㈱
本社
(東京都台東区)

その他 事務所等 16 1
　
61
(7)

4 83 23

日電カーボン㈱
本社・工場
(福島県郡山市)

その他
電極ペースト
・微粒黒鉛製
造設備等

6 27
　
18
(9)

0 53 11

日電産業㈱
本社・工場
(富山県射水市)

その他 事務所等 5 20
　
－　
(－)

6 31 29

(注)　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であります。なお、金額には消費税等を含んでおりません。
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

会社名
事業所名

所在地
セグメン
トの名称

設備の内容
投資予定金額

資金調達
方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

当社徳島
工場

徳島県阿
南市

その他 土壌対策 1,306 － 自己資金
平成25年
1月

平成27年
6月

　　　－

（注）上記については当連結会計年度決算において、環境対策引当金として計上しております。

　

(2) 重要な設備の除却等

会社名
事業所名

所在地
セグメン
トの名称

設備の内容
投資予定金額

資金調達
方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

当社徳島
工場

徳島県阿
南市

その他
クロム塩
製造設備
解体撤去

1,756 － 自己資金
平成25年
1月

平成27年
7月

　　　－

（注）上記については当連結会計年度決算において、事業整理損失引当金として計上しております。
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第４ 【提出会社の状況】

　

　
　
１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 256,551,000

計 256,551,000

　

② 【発行済株式】
　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成24年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年３月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 110,433,614110,433,614
東京証券取引所
(市場第一部)

権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式であ
り、単元株式数は1,000株であり
ます。

計 110,433,614110,433,614－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
　

(百万円)

資本金残高
　

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成14年１月１日～
平成14年12月31日

(注)１
△518,000110,433,614 － 11,026 △82 8,691

平成14年５月１日
(注)２

－ 110,433,614 － 11,026 △3,700 4,991

(注) １　資本準備金による自己株式の消却による減少

２　旧商法第289条第２項の規定に基づく資本準備金の取り崩し
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(6) 【所有者別状況】

　 平成24年12月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

0 37 51 149 112 3 11,32911,681 －

所有株式数
(単元)

0 34,6624,29923,94110,117 15 36,430109,464969,614

所有株式数
の割合(％)

0.00 31.67 3.93 21.87 9.24 0.01 33.28100.00 －

(注) １　自己株式 279,373株のうち、279単元は「個人その他」の欄に、373株は「単元未満株式の状況」の欄に含んで

おります。

２　「その他の法人」の欄には証券保管振替機構名義の株式が６単元含まれております。

　

(7) 【大株主の状況】

　 平成24年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

新日鐵住金株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目６番１号 16,417 14.86
日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－11 5,402 4.89

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 4,708 4.26
日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 4,523 4.09

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３－３ 4,000 3.62
日鉄鉱業株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３番２号 2,100 1.90
資産管理サ－ビス信託銀行株式会
社（退職給付信託 みずほ信託銀
行口）

東京都中央区晴海１丁目８－12 晴海アイラ
ンド トリトンスクエア オフィスタワーZ棟

1,728 1.56

双日株式会社 東京都港区内幸町２丁目１－１ 1,696 1.53
日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口9）

東京都中央区晴海１丁目８－11 1,682 1.52

資産管理サ－ビス信託銀行株式会
社（年金信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－12 晴海アイラ
ンドトリトンスクエアオフィスタワーZ棟

1,618 1.46

計 － 43,875 39.73

(注) １　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口）、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９）、資産管理サ－ビス信託銀行株式会社（年金

信託口）の所有株式数は、すべて信託業務に係るものであります。

(注) ２　資産管理サービス信託銀行株式会社（退職給付信託 みずほ信託銀行口）につきましては、みずほ信託銀行株

式会社が所有していた当社株式を退職給付信託として委託した信託財産であり、議決権の行使については、み

ずほ信託銀行株式会社の指示により行使されることとなっております。
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(注) ３　株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ及びその共同保有者である株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行、三菱

ＵＦＪ信託銀行株式会社、三菱ＵＦＪ投信株式会社、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社、三菱Ｕ

ＦＪアセット・マネジメント（ＵＫ）から平成24年10月１日付で提出された大量保有報告書(変更報告書)に

より、平成24年９月24日時点で以下の株式を所有している旨の報告を受けております。なお、当社としては株

式会社三菱東京ＵＦＪ銀行以外については、当事業年度末における実質所有株式数の確認はできておりませ

ん。

大量保有報告書(変更報告書)の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
(千株)

株券等保有割合
(％)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 4,708 4.26
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 2,691 2.44
三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 441 0.40
三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー
証券株式会社

東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 149 0.14

三菱ＵＦＪアセット・マネジメン
ト（ＵＫ）

Ropemaker Place，25 Ropemaker Street，
London，EC2Y 9AN，United Kingdom

160 0.14

計 － 8,150 7.38
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 平成24年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容
無議決権株式 － － －
議決権制限株式(自己株式等) － － －
議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 　 　279,000

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式　 109,185,000 109,185 －
単元未満株式 普通株式  　969,614 － －
発行済株式総数 110,433,614 － －
総株主の議決権 － 109,185 －

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株(議決権６個)含まれております。

２　単元未満株式数には当社所有の自己株式373株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 平成24年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本電工株式会社

東京都中央区築地一丁目
13番14号

279,000     279,000 0.25

計 － 279,000     279,000 0.25

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】
　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)
当事業年度における取得自己株式 7,274 1,794,008
当期間における取得自己株式 1,280 373,893

（注）　当期間における取得自己株式には、平成25年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －
合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他（単元未満株式の売渡請求に
よる売渡） 

1,940 1,375,829 － －

保有自己株式数 279,373 － 280,653 －
（注）１．当期間における処理自己株式には、平成25年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の売渡

による株式は含まれておりません。

２．当期間における保有自己株式数には、平成25年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取り及び売渡による株式は含まれておりません。
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３ 【配当政策】

　当社の配当政策は、各期の連結業績に応じた利益の配分を基本とし、将来の事業展開と経営体質強化

のために必要な内部留保の確保を図りつつ、業績の動向などを総合的に考慮し決定する方針としてお

ります。内部留保資金の使途につきましては、主要設備のリニューアル及び新規設備への投資並びに研

究開発費用への投入など、収益基盤を一層強化してまいります。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本的な方針としております。剰

余金の配当の決定機関は、中間配当は定款に基づき取締役会、期末配当については株主総会でありま

す。当事業年度の配当につきましては、１株当たり５円としております。

　なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定めております。

　

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成25年３月28日
定時株主総会決議

550 5

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】
　

回次 第109期 第110期 第111期 第112期 第113期
決算年月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月
最高(円) 1,490 776 728 691 416
最低(円) 321 192 500 306 172

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】
　

月別 平成24年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 317 249 237 204 209 267

最低(円) 230 211 197 176 172 197

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】
　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

代表取締役
社長

－ 石　山　照　明 昭和24年４月７日

昭和48年４月 新日本製鐵㈱入社

(注)1 5

平成８年７月 同社室蘭製鐵所総務部長

平成14年４月 同社新素材事業部長

平成17年４月 同社参与新素材事業部長

平成18年７月 新日鉄マテリアルズ㈱代表取締役社

長

平成23年３月 当社代表取締役社長（現任）

取締役
専務執行役員

電池材料事業
部、新素材営
業部管掌

汐　田　晴　是 昭和26年１月25日

昭和50年４月 新日本製鐵㈱入社

(注)1 19

平成14年４月 同社技術開発本部環境・プロセス研

究開発センターエネルギー・プロセ

ス研究開発部長

平成17年４月 当社参与徳島工場副工場長

平成18年３月 当社取締役生産・技術部、日高工場、

研究所管掌 生産・技術部長

平成20年３月 当社取締役常務執行役員生産・技術

部、日高工場、研究所管掌 生産・技

術部長

平成22年３月 当社取締役専務執行役員生産・技術

部、各工場、研究所管掌 生産・技術

部長

平成25年３月 当社取締役専務執行役員電池材料事

業部、新素材営業部管掌（現任）

取締役
常務執行役員

生産技術部、
北陸工場、日
高工場、研究
所管掌 生産
技術部長

穴　澤　修　二 昭和25年12月２日

昭和49年４月 当社入社

(注)1 31

平成12年３月 当社経理部長

平成15年３月 当社参与新規事業開発（電池材料）

担当

平成15年７月 当社参与電池材料事業部長

平成16年３月 当社取締役電池材料事業部長

平成19年２月 当社取締役錦州事業推進室長

平成20年３月 当社常務執行役員徳島工場長

平成25年３月 当社取締役常務執行役員生産技術

部、北陸工場、日高工場、研究所管掌 

生産技術部長（現任）

取締役
常務執行役員

合金鉄営業
部、海外戦略
部、各営業所
管掌

高　木　　　康 昭和26年５月２日

昭和49年４月 三井物産㈱入社

(注)1 12

平成14年８月 同社新潟支店長

平成16年４月 同社中部支社中部原料・非鉄部長

平成17年12月当社合金鉄事業部担当部長

平成18年１月 当社合金鉄事業部海外合金鉄部長

平成19年３月 当社取締役合金鉄事業部合金鉄営業

部長兼海外合金鉄部長

平成20年３月 当社取締役執行役員各営業所管掌 

合金鉄事業部長兼合金鉄営業部長兼

海外合金鉄部長

平成21年３月 当社取締役常務執行役員各営業所管

掌 合金鉄事業部長兼海外合金鉄部

長

平成25年３月 当社取締役常務執行役員合金鉄営業

部、海外戦略部、各営業所管掌（現

任）

取締役
執行役員

経理部管掌 辻　村　春　海 昭和26年４月８日

昭和51年４月 当社入社

(注)1 38

平成12年３月 当社経営企画部長

平成15年３月 当社取締役経営企画・経理部長

平成18年３月 当社取締役経営企画部長兼新素材事

業部長

平成20年３月 当社執行役員経営企画部長兼新素材

事業部長兼新素材営業部長

平成22年３月 当社執行役員新素材事業部長兼新素

材営業部長

平成24年３月 当社取締役執行役員経理部管掌 新

素材事業部長兼新素材営業部長

平成25年３月 当社取締役執行役員経理部管掌（現

任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役
執行役員

人事部、総務
部管掌 総務
部長

須　貝　俊　一 昭和29年８月31日 

昭和52年４月 当社入社

(注)1 21

平成15年３月 当社秘書部長

平成16年３月 当社秘書・人事部長

平成18年３月 当社取締役秘書・人事部長

平成20年３月 当社取締役執行役員総務部管掌 秘

書・人事部長

平成22年３月 当社取締役執行役員秘書・人事部管

掌 化学品事業部長、環境システム事

業部長兼化学品営業部長

平成24年３月 当社取締役執行役員秘書・人事部管

掌 化学品事業部長、環境システム事

業部長

平成25年３月 当社取締役執行役員人事部、総務部

管掌 総務部長（現任）

取締役
執行役員

業務部管掌 経
営企画部長

小　林　啓　晃 昭和30年３月２日

昭和54年４月 新日本製鐵㈱入社

(注)1 3

平成17年７月 新日本製鐵㈱シドニー事務所長

平成19年９月 ニッポン・スチール　オーストラリ

ア社長

平成21年３月 当社参与化学品事業部長、環境シス

テム事業部長兼化学品営業部長

平成22年３月 当社執行役員業務部管掌 経営企画

部長

平成24年３月 当社取締役執行役員業務部管掌 経

営企画部長（現任）

監査役
（常勤）　

－ 柳　沢　充　夫 昭和25年７月２日

昭和50年４月 新日本製鐵㈱入社

(注)2 －

平成13年７月 同社新素材事業部金属箔応用商品部

長

平成17年７月 同社新素材事業部部長

平成18年６月 ＮＳソーラーマテリアル㈱代表取締

役社長

平成25年３月 当社常勤監査役（現任）

監査役 － 望　月　　　実 昭和24年１月21日

昭和46年４月 新日本製鐵㈱入社

(注)2 52

平成10年７月 同社監査役事務局部長

平成12年７月 当社参与

平成13年３月 当社取締役

平成15年３月 当社常務取締役

平成20年３月 当社取締役常務執行役員業務部管掌

 化学品事業部長、環境システム事業

部長兼化学品営業部長

平成21年３月 当社常勤監査役

平成25年３月 当社監査役（現任）

監査役 － 坂　本　　　敬 昭和21年12月15日

昭和45年５月 新日本製鐵㈱入社

(注)3 －

昭和63年７月 同社経理部本社経理室長

平成７年２月 新日鉄情報通信システム㈱ＳＩ事業

本部オープンシステム事業部担当部

長

平成13年６月 ㈱幕張テクノガーデン取締役総務部

長

平成16年６月 同社常務取締役総務部長

平成18年６月 同社代表取締役社長

平成23年３月 当社監査役（現任）

監査役 － 細　井　和　昭 昭和23年１月２日

昭和50年11月監査法人千代田事務所入所

(注)4 －

昭和54年３月 公認会計士登録

平成５年９月 中央監査法人代表社員

平成17年３月 税理士登録

平成18年10月細井会計事務所所長（現職）

平成22年３月 当社補欠監査役

平成24年２月 当社監査役（現任）

計 181

(注)１　平成24年12月期に係る定時株主総会の終結のときから１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結のときまで。

EDINET提出書類

日本電工株式会社(E01256)

有価証券報告書

 30/111



２　平成24年12月期に係る定時株主総会の終結のときから４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結のときまで。

３　平成22年12月期に係る定時株主総会の終結のときから４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結のときまで。

４　平成21年12月期に係る定時株主総会の終結のときから４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結のときまで。

５　監査役　柳沢充夫、坂本敬、細井和昭は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

　

（執行役員の状況）

　当社は、少数の取締役による迅速な意思決定と適切な監督を行うとともに、業務執行を分離することにより役割分

担を明確にし、コーポレート・ガバナンスの強化を図ることを目的として、執行役員制度を導入しております。平成

25年３月29日現在の取締役兼務を除く執行役員は、次のとおりであります。

役名 職名 氏名
所有
株式数
(千株)

常務執行役員 徳島工場長 田　畠　公　三 36

執行役員 電池材料事業部長 鈴　木　保　雄 17

執行役員 環境システム事業部長 田　中　信　夫 5

執行役員 合金鉄営業部長 高　梨　純　一 1

計 59
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社グループは、コーポレート・ガバナンスの充実、強化を経営上の最も重要な課題の一つとして位

置付け、「いかなる環境変化にも対応可能な収益基盤を構築することで、企業価値を上げることに全

力を挙げ、株主、需要家、社員の満足度を高める」との基本方針のもと、経営全般の効率化やＩＲ活動

等を通じての透明性（情報開示）、説明責任の強化による信頼の構築と確保に取り組んでまいりま

す。

　

②企業統治の体制及び内部統制システムの整備の状況等

１) 企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

　当社は、少数の取締役が経営全般に関する重要な意思決定を行うとともに業務執行全体を監督

しております。一方、監査役会設置会社として、監査役会は、適正な企業統治体制に基づく当社

グループ全体の健全な発展を確保すべく、取締役の経営活動とガバナンスの運営状況を中立

的、公正な観点から監視しております。各監査役は、取締役会が経営判断原則に基いた意思決定

をしているかという観点からの監査をするのみならず、豊富な業務経験、職歴、専門性を踏まえ

た広範かつ多面的な助言、問題提起をしております。　

　当社の監査役体制は以下の点から経営の監視機能面にて中立性、客観性を十分に保持しており、

株主から託された適正な企業統治体制を確立しております。 

従いまして、当社は社外取締役は選任しておりませんが、監査役設置会社として適正なガバナ

ンス体制を構築し有効に運用することにより、経営監視の実効性を確保し、社外取締役に求め

られる機能を代替しております。

　なお、社外監査役を選任するための、当社からの独立性に関する基準または方針については特に

定めておりませんが、選任にあたっては東京証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準

を参考にしております。　

　イ) 社外監査役は法務、財務・会計に高い専門性を有しております。一方、社内出身の監査役１名

は豊富な業務執行の経験を持ち当社業務に精通しております。　夫々が強みを活かし、協力、補

完しつつ効果の高い適正な監査を実施できる体制としております。

ロ) 社外監査役の内１名は、東京証券取引所の基準を満たす独立役員として、経営から完全に独

立した立場で取締役会に参加し、中立的、客観的な観点から業務執行状況につき取締役からの

説明を求め、意見、問題提起を行うことで効果の高い経営監視を実現しております。 

ハ) これらに加え、各監査役は任期が４年であることもあり、短期的な視点に左右されない中長

期的かつ大局的な観点からの助言、問題提起を行っております。 

ニ) 監査役は、取締役会のほか、月例の経営会議に出席しております。また、常勤監査役は、経営方

針会議、業務関係の連絡会など社内の重要な会議に出席しております。監査役会は、経営トッ

プとの定期的な面談、内部統制委員会などの内部統制部門からの報告、業務監査室との連携な

どを通し、適時に、広範な情報を収集しており、公正な監査を行える体制となっております。 

　

２) リスク管理体制及び内部統制システムの整備の状況

　当社グループは、企業倫理の確立と国内外の法及びその精神を遵守し、良い企業市民として信頼を

得るために、日本電工グループ企業行動憲章及び社員行動指針を制定しております。常設の「コン

プライアンス委員会」を設置し、コンプライアンス活動の全社的推進を図るとともに、照会・通報

の窓口となり、違法行為があった場合の早期発見と是正に取り組んでおります。
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　リスク管理体制につきましては経営リスクの管理と低減を総括する組織として、常設の「リスク

管理委員会」を設置、事業活動全般にわたり生じうる様々なリスクについて、監査役との情報の共

有に努めるとともに、そのリスクの分析や対応策の検討を定時または必要に応じ随時に、取締役会

に報告または意見書を提出する体制としております。万一、多大な損失が予想される経営危機が発

生した場合には、直ちに「経営危機管理対策本部」を設置し、迅速に必要な対応を行い、損害・影響

等を最小限にとどめる体制を整えております。

　（内部統制システムの整備の状況）

　当社グループは、会社法及び会社法施行規則に定める「取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するための体制」について、

取締役会において決議しております。これに基づき当社グループとして業務の適正を確保する内部

統制システムの整備を継続的に進めております。決議の概要は以下のとおりであります。

イ) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　情報管理に関する規程に基づき、情報管理を徹底するとともに、文書管理に関する規程を整備

し、文書または電磁的媒体により、適切に記録・保存する。

　また、取締役及び監査役が、これらの情報・文書等を常時閲覧できる体制とする。

ロ) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　リスク管理規程に基づき、経営リスクの管理と低減を統括する組織としてリスク管理委員会を

設置し、通常時の分析や対応策の検討を行い、多大な損失が予想される経営危機が発生した場合

には、直ちに危機管理本部を設置し、迅速に必要な対応を行う。

ハ) 取締役、使用人の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役、使用人が共有する全社的な基本方針、数値目標を中期経営計画として定め、全社・全グ

ループにその徹底を図るとともに、事業部ごとの業績目標についての半期ごとの総括・見直し

に加え、期中にも経過実績の反復したレビューを行い、機動的な対応を追加するなど、効率的な

業務執行を図る。

ニ) 使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

　コンプライアンス委員会を設置し、日本電工グループ企業行動憲章、社員行動指針を定め、グ

ループ企業倫理の向上と法令・定款・社内諸規程の遵守についての更なる徹底を図る。

　業務監査室のモニタリング活動を通じ、業務の効率性と諸リスクの点検を行う。

ホ) 企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社内部統制システムを、グループ共通の仕組みとし、本社総務部及び関係する事業部の指導

・管理のもと、本社と連動した内部統制システムを機能させることでリスク管理・コンプライ

アンス等の徹底を図る。

　また、国内連結子会社については、本社より、取締役・監査役を派遣、海外の重要な子会社・関

連会社の管理は、関係する本社事業部の統括責任を明確にするとともに、本社常勤監査役及び本

社会計監査人のレビューを定期的に受ける体制とする。

ヘ) 監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　監査役の職務を補助すべき使用人の設置は、今後の検討課題とする。

ト) 上記ヘ）の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　補助者の独立性については、補助者の設置時に適切に定める。

チ) 取締役及び使用人が監査役に適切な報告を行なうことを確保するための体制

　取締役または使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社グループに重大な影響を及ぼ

す事項、不祥事の発生、内部監査報告、コンプライアンス窓口への通報状況等を速やかに報告す

る体制とする。

リ) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、社長、業務監査室、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催するほか、重要

な会議・委員会に出席し、また、取締役、重要な使用人からの個別ヒヤリングを随時実施する。情

報・文書等は常時閲覧できる体制とする。
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３) 内部監査、監査役監査、会計監査の状況及び内部統制部門との関係について

　内部監査につきましては、社長直属の組織である「業務監査室(専任１名)」が、監査役、会計監査

人と連携しつつ、各部門、各グループ会社を対象として継続的に監査を行っております。その基本方

針とするところは、当社における経営活動の全般にわたる管理・運営の制度および業務の遂行状況

を合法性と合理性及びリスク管理の観点から検討・評価し、その結果に基づく情報の提供並びに改

善・合理化への提言を通じて、会社財産の保全並びに経営効率の向上を図り、企業の継続的発展に

寄与するために行うこととしております。当社は監査役制度を採用しております。監査役４名中、社

外監査役は３名となっております。各監査役は監査役会で定めた監査方針のもと、取締役会を始め

とする経営会議など重要な会議への出席、業務状況の聴取、重要な決裁書類の閲覧、事業所などへの

往査、子会社調査など、取締役の職務執行の監査を行っております。また、業務監査室及び会計監査

人との情報の共有に努めるとともに、代表取締役との意見交換会、会計監査人からの監査計画報告

及び会計監査結果報告などの会議を定例的に実施しております。なお、社外監査役の坂本敬氏は、新

日本製鐵㈱において経理部門に長年従事していたことから、財務及び会計に関する相当程度の知見

を有しております。また、社外監査役の細井和昭氏は、公認会計士及び税理士であり、財務及び会計

に関する相当程度の知見を有しております。社外監査役の柳沢充夫氏については新日本製鐵㈱及び

ＮＳソーラーマテリアル㈱の出身であり、幅広い見識と他社における豊富な経験を当社の監査に活

かせるものと判断しております。当社の会計監査を執行した公認会計士は、新日本有限責任監査法

人の大橋洋史氏及び定留尚之氏であり、両名の当社に係る継続監査年数は７年以下であります。監

査業務にかかる補助者は、公認会計士８名、その他監査従事者５名により構成されております。な

お、同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員との間には、特別な利害関係は

ありません。内部統制部門との関係については「６(1)②1）企業統治の体制の概要及び当該体制を

採用する理由」に記載しております。

　当社のコーポレート・ガバナンスの体制は次のとおりであります。

　

コーポレート・ガバナンス体制の模式図
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③会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要、社外監査

役の選任状況に関する考え方、企業統治において果たす機能および役割、社外監査役による監督ま

たは監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門との関係等　

　社外監査役は３名であります。当社はこれらの社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係そ

の他の利害関係はありません。なお、社外監査役の細井和昭氏は、現在及び過去において当社の主要株

主や主要取引先の業務執行者ではない等、東京証券取引所の定める独立性に関する判断基準を満足し

ており、当社及び当社の経営者との直接の利害関係はございません。従って、当社及び当社の経営者か

らコントロールを受ける立場になく独立性が確保されており、一般株主との利益相反が生じることは

ありません。氏の長年の公認会計士及び税理士としての豊富な財務・会計の見識や経験を当社の監査

に活かしていただけると判断し監査役に就任していただいております。社外監査役の坂本敬氏は、新

日本製鐵㈱において経理部門に長年従事していたことから、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有しております。また、長年鉄鋼業界に携わった経験を当社の監査に活かしていただけると判断し監

査役に就任していただいております。なお、新日本製鐵㈱（現、新日鐵住金㈱）と当社との関係は後述

の「第５ 経理の状況　１ 連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表　注記事項　関連当事者情報」に記載の

とおりです。社外監査役の柳沢充夫氏については新日本製鐵㈱及びＮＳソーラーマテリアル㈱の出身

であり、幅広い見識と他社における豊富な経験を当社の監査に活かせるものと判断し監査役に就任し

ていただいております。ＮＳソーラーマテリアル㈱と当社との間には、特記すべき事項はありません。

社外監査役が提出会社の企業統治において果たす機能および役割、社外監査役による監督または監査

と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門との関係等については「６

(1)②1）企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由」に記載しております。

　なお、当社は社外役員の独立性に関する基準又は方針は定めておりませんが、選任においては、一般

株主と利益相反が生じるおそれがないものとすることを選任基準のひとつと考えております。　

　

④取締役の定数

　当社の取締役は８名以内とする旨を定款で定めております。

　

⑤取締役選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

　また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

　

⑥自己株式の取得の決議機関

　当社は、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株

式を取得することができる旨を定款で定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な

資本政策を可能とするものであります。

　

⑦中間配当の決定機関

　当社は、会社法第454条第５項に定める中間配当の事項について、株主総会の決議によらず取締役会

の決議により定める旨定款に定めております。これは、中間配当を取締役会の権限とすることにより、

株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

　

⑧責任限定契約の内容の概要

　当社は、会社法第427条第１項に基づき、各社外監査役との間において、会社法第423条第１項に定め

る損害賠償責任について、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、社外監査役は会社

法第425条第１項各号の額の合計額を限度とする契約を締結しております。これは、監査役が職務を遂

行するに当たり、役割を十分に発揮できるようにすることを目的としております。
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⑨取締役及び監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項に基づき、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に対する

取締役（取締役であった者を含む）及び監査役（監査役であった者を含む）の損害賠償責任を、法令

の定める限度において免除することができる旨定款に定めております。これは、取締役及び監査役が

職務を遂行するに当たり、役割を十分に発揮できるようにすることを目的としております。

　

⑩株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、定款に別段の定めがある

場合を除き、議決権を行使することができる株主の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権

の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数

を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

　

⑪役員の報酬等

１) 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数 

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額
（百万円）

対象となる
役員の員数
(名)基本報酬 賞与

取締役 231 201 30 8
監査役
(社外監査役を除く)

26 23 2 2

社外監査役 5 4 0 3

　

２) 役員報酬等の決定方針

役員報酬につきましては、株主総会において報酬総額を決議しております。各役員の報酬は、役職毎に

定められた月例報酬と前事業年度の業績等を考慮して支給される賞与から構成されております。な

お、当社は平成20年3月をもって、取締役及び監査役に係わる退職慰労金制度を廃止しております。
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⑫株式の保有状況

１)保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式
銘柄数  28銘柄
貸借対照表計上額の合計額 2,304百万円

　

２)保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

 

(前事業年度) 

特定投資株式

　

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

㈱三菱UFJフィナンシャル・
グループ

1,006,670 329事業活動の円滑な推進

日鐵商事㈱ 1,401,500 290 同上
日鉄鉱業㈱ 940,000 286 同上
㈱みずほフィナンシャルグ
ループ

2,026,591 210 同上

大同特殊鋼㈱ 365,168 176 同上
㈱阿波銀行 286,032 148 同上
㈱常陽銀行 244,326 83 同上
㈱神戸製鋼所 620,544 73 同上
山陽特殊製鋼㈱ 123,017 50 同上
大阪製鐵㈱ 24,310 35 同上
ジオスター㈱ 178,000 30 同上
日本郵船㈱ 150,000 29 同上
日新製鋼㈱ 242,475 28 同上
太平工業㈱ 50,000 20 同上
住友金属鉱山㈱ 20,000 19 同上
名港海運㈱ 26,740 19 同上
㈱アーレスティ 32,775 12 同上
㈱合同製鐵 49,728 9 同上
㈱三井住友フィナンシャルグ
ル－プ

4,317 9 同上

上村工業㈱ 1,900 5 同上
日本電気硝子㈱ 6,931 5 同上
日本軽金属㈱ 48,335 4 同上
昭光通商㈱ 25,000 3 同上
丸全昭和運輸㈱ 11,500 2 同上
大東港運㈱ 10,000 2 同上
品川リフラクトリ－ズ㈱ 5,000 1 同上

(注)　特定投資株式の㈱常陽銀行以下20銘柄については、貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下でありますが、

特定投資株式の全銘柄について記載しております。　
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(当事業年度) 

特定投資株式

 

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

㈱三菱UFJフィナンシャル
・グループ

1,006,670 464 事業活動の円滑な推進

日鉄鉱業㈱ 940,000 357 同上
日鐵商事㈱ 1,401,500 322 同上
㈱みずほフィナンシャル
グループ

2,026,591 318 同上

大同特殊鋼㈱ 370,986 161 同上
㈱阿波銀行 286,032 140 同上
㈱常陽銀行 244,326 99 同上
㈱神戸製鋼所 620,544 67 同上
ジオスター㈱ 178,000 42 同上
大阪製鐵㈱ 24,310 39 同上
山陽特殊製鋼㈱ 123,017 37 同上
日本郵船㈱ 150,000 30 同上
名港海運㈱ 26,740 20 同上
日新ホールディングス㈱ 24,247 19 同上
太平工業㈱ 50,000 17 同上
㈱三井住友フィナンシャ
ルグル－プ

4,317 13 同上

㈱合同製鐵 49,728 8 同上
上村工業㈱ 2,135 5 同上
日本電気硝子㈱ 11,888 5 同上
大東港運㈱ 10,000 2 同上
品川リフラクトリ－ズ㈱ 5,000 0 同上

(注)　特定投資株式の㈱常陽銀行以下15銘柄については、貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下でありますが、

特定投資株式の全銘柄について記載しております。　

　

３)保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】
　

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 37 － 37 1
連結子会社 － － － －
計 37 － 37 1

　

② 【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

　

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　(前連結会計年度)

　該当事項はありません。

　(当連結会計年度)

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容としましては、国際財務

報告基準（ＩＦＲＳ）の導入に関する指導、助言業務であります。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

　

　
　
１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵

省令第28号)に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第

59号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成24年１月１日から平

成24年12月31日まで)及び事業年度(平成24年１月１日から平成24年12月31日まで)の連結財務諸表及

び財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

　

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会

計基準等の内容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制

を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、同機構及び監査法人等が主催する各種セミ

ナーに参加しております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,729 6,094

受取手形及び売掛金 ※1, ※3
 16,008

※1, ※3
 16,327

商品及び製品 11,314 9,490

仕掛品 288 152

原材料及び貯蔵品 8,056 8,291

繰延税金資産 289 928

未収入金 81 4,842

その他 740 400

貸倒引当金 △31 △30

流動資産合計 44,478 46,498

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 17,635 16,336

減価償却累計額 △11,634 △10,961

建物及び構築物（純額） 6,001 5,374

機械装置及び運搬具 37,371 33,810

減価償却累計額 △26,467 △24,451

機械装置及び運搬具（純額） 10,903 9,358

土地 3,667 3,661

建設仮勘定 135 333

その他 1,057 970

減価償却累計額 △911 △841

その他（純額） 146 128

有形固定資産合計 20,853 18,856

無形固定資産 58 42

投資その他の資産

投資有価証券 ※2, ※4
 5,297

※2, ※4
 4,258

繰延税金資産 1,064 1,526

その他 404 781

貸倒引当金 △4 △232

投資その他の資産合計 6,761 6,334

固定資産合計 27,673 25,233

資産合計 72,152 71,731
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3, ※4
 5,378

※3, ※4
 4,743

短期借入金 ※6
 150

※6
 2,170

1年内返済予定の長期借入金 4,400 －

未払法人税等 1,662 1,730

設備関係支払手形 ※3
 376

※3
 333

役員賞与引当金 28 33

事業整理損失引当金 － 1,756

その他 2,821 2,392

流動負債合計 14,816 13,159

固定負債

長期借入金 600 600

繰延税金負債 0 －

退職給付引当金 2,077 1,998

環境対策引当金 492 1,776

負ののれん 0 －

その他 897 792

固定負債合計 4,067 5,167

負債合計 18,884 18,327

純資産の部

株主資本

資本金 11,026 11,026

資本剰余金 9,580 9,579

利益剰余金 33,806 32,408

自己株式 △194 △195

株主資本合計 54,218 52,819

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 84 358

繰延ヘッジ損益 － △2

為替換算調整勘定 △1,242 6

その他の包括利益累計額合計 △1,157 362

少数株主持分 207 221

純資産合計 53,267 53,404

負債純資産合計 72,152 71,731
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 71,212 60,425

売上原価 ※1, ※2
 56,104

※1, ※2
 50,800

売上総利益 15,107 9,624

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 1,810 1,731

その他の販売費 1,360 1,127

貸倒引当金繰入額 0 0

給料及び手当 1,182 1,146

役員賞与引当金繰入額 28 33

退職給付費用 95 88

研究開発費 ※2
 347

※2
 310

その他 1,485 1,462

販売費及び一般管理費合計 6,311 5,900

営業利益 8,796 3,723

営業外収益

受取利息 1 3

受取配当金 84 67

持分法による投資利益 292 －

負ののれん償却額 24 0

受取保険金 2 33

助成金収入 － 31

その他 62 106

営業外収益合計 466 242

営業外費用

支払利息 53 40

支払手数料 96 54

持分法による投資損失 － 121

物品売却損 142 193

その他 110 39

営業外費用合計 402 449

経常利益 8,860 3,516
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年12月31日)

特別利益

事業譲渡益 － 2,200

特別利益合計 － 2,200

特別損失

固定資産除却損 ※3
 275

※3
 221

投資有価証券売却損 － 951

投資有価証券評価損 92 －

出資金評価損 110 －

事業整理損 － ※4
 2,312

事業清算負担金 － ※5
 238

ゴルフ会員権評価損 5 1

環境対策引当金繰入額 － 1,323

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 569 －

特別損失合計 1,053 5,050

税金等調整前当期純利益 7,807 666

法人税、住民税及び事業税 3,335 2,363

法人税等調整額 △154 △1,196

法人税等合計 3,180 1,166

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

4,626 △500

少数株主利益 21 16

当期純利益又は当期純損失（△） 4,604 △516
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

4,626 △500

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △470 276

繰延ヘッジ損益 － △2

為替換算調整勘定 － 65

持分法適用会社に対する持分相当額 △679 1,183

その他の包括利益合計 △1,149 ※1
 1,522

包括利益 3,476 1,022

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 3,459 1,004

少数株主に係る包括利益 16 18
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年12月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 11,026 11,026

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,026 11,026

資本剰余金

当期首残高 9,580 9,580

当期変動額

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 9,580 9,579

利益剰余金

当期首残高 30,302 33,806

当期変動額

剰余金の配当 △1,101 △881

当期純利益又は当期純損失（△） 4,604 △516

当期変動額合計 3,503 △1,397

当期末残高 33,806 32,408

自己株式

当期首残高 △188 △194

当期変動額

自己株式の取得 △7 △1

自己株式の処分 1 1

当期変動額合計 △6 △0

当期末残高 △194 △195

株主資本合計

当期首残高 50,721 54,218

当期変動額

剰余金の配当 △1,101 △881

当期純利益又は当期純損失（△） 4,604 △516

自己株式の取得 △7 △1

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 3,496 △1,398

当期末残高 54,218 52,819

EDINET提出書類

日本電工株式会社(E01256)

有価証券報告書

 46/111



(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年12月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 550 84

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△466 273

当期変動額合計 △466 273

当期末残高 84 358

繰延ヘッジ損益

当期首残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ △2

当期変動額合計 － △2

当期末残高 － △2

為替換算調整勘定

当期首残高 △562 △1,242

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△679 1,249

当期変動額合計 △679 1,249

当期末残高 △1,242 6

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △12 △1,157

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,145 1,520

当期変動額合計 △1,145 1,520

当期末残高 △1,157 362

少数株主持分

当期首残高 193 207

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 14 14

当期変動額合計 14 14

当期末残高 207 221

純資産合計

当期首残高 50,902 53,267

当期変動額

剰余金の配当 △1,101 △881

当期純利益又は当期純損失（△） 4,604 △516

自己株式の取得 △7 △1

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,131 1,535

当期変動額合計 2,365 136

当期末残高 53,267 53,404
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 7,807 666

減価償却費 2,805 2,688

負ののれん償却額 △24 △0

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5 226

退職給付引当金の増減額（△は減少） △8 △78

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 6 5

環境対策引当金の増減額（△は減少） － 1,284

事業整理損失引当金の増減額（△は減少） － 1,756

受取利息及び受取配当金 △85 △70

支払利息 53 40

為替差損益（△は益） 20 △3

持分法による投資損益（△は益） △292 121

事業譲渡損益（△は益） － △2,200

投資有価証券売却損益（△は益） 0 951

有形固定資産売却損益（△は益） － △8

投資有価証券評価損益（△は益） 92 11

出資金評価損 110 －

ゴルフ会員権評価損 5 1

事業整理損失 － 556

有形固定資産除却損 275 221

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 569 －

売上債権の増減額（△は増加） △2,439 △318

たな卸資産の増減額（△は増加） 205 1,723

前渡金の増減額（△は増加） △126 289

未収入金の増減額（△は増加） △20 △489

仕入債務の増減額（△は減少） △49 △634

預り金の増減額（△は減少） 26 △32

未払費用の増減額（△は減少） △36 △156

その他 75 △432

小計 8,963 6,120

利息及び配当金の受取額 249 78

利息の支払額 △53 △39

法人税等の支払額 △5,126 △2,298

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,033 3,860
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △11 △15

定期預金の払戻による収入 31 10

有形及び無形固定資産の取得による支出 △3,539 △1,103

有形固定資産の売却による収入 0 21

投資有価証券の取得による支出 △11 △706

投資有価証券の売却による収入 0 37

貸付けによる支出 △0 △228

貸付金の回収による収入 18 8

その他 △162 △317

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,675 △2,292

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △10 2,020

長期借入金の返済による支出 △600 △4,400

長期借入れによる収入 600 －

自己株式の取得による支出 △7 △1

自己株式の売却による収入 0 0

配当金の支払額 △1,101 △881

少数株主への配当金の支払額 △2 △4

その他 △3 △10

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,124 △3,276

現金及び現金同等物に係る換算差額 △20 68

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △787 △1,640

現金及び現金同等物の期首残高 8,334 7,546

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 7,546

※1
 5,906
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　８社

　連結子会社名は、「第１　企業の概況　４　関係会社の状況」に記載のとおりであります。

　NDC H.K.Company Limitedについては、当連結会計年度において新たに設立したため、連結の範

囲に含めております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

　　主要な非連結子会社

　　　NDリサイクル・リミテッド

　（連結の範囲から除いた理由）

　　非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の非連結子会社数　１社

　　主要な会社名　NDリサイクル・リミテッド

(2) 持分法適用の関連会社数　２社

　　適用会社名については、「第１　企業の概況　４　関係会社の状況」に記載のとおりであります。

　　なお、NSTフェロクロム・リミテッドは、当連結会計年度において所有株式をすべて売却したた

め、持分法適用の範囲から除外しております。

(3) 持分法を適用していない関連会社（Pertama Ferroalloys SDN.BHD.）は、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結

財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲か

ら除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの

　移動平均法による原価法

ロ　デリバティブ

　時価法によっております。

ハ　たな卸資産

　主として、移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産（リース資産を除く）

　主として定額法によっております。

　ただし、当社及び国内連結子会社において、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設

備を除く）については、定額法を採用しております。

　主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　７年～60年

機械装置及び運搬具　　　２年～20年

ロ　無形固定資産（リース資産を除く）

EDINET提出書類

日本電工株式会社(E01256)

有価証券報告書

 50/111



　ソフトウェア(自社利用)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法、そ

れ以外の無形固定資産については残存価額を零とする定額法によっております。

ハ　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、取引開始日が平成20年12月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用し

ております。

(3) 重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ　役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上して

おります。

ハ　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）による

定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(14年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしております。

　また、執行役員の退職による退職慰労金支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末

要支給額を計上しております。

ニ　環境対策引当金

　環境対策工事の支出及びポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）の処理費用に備えるため、今後発生

すると見込まれる金額を計上しております。

ホ　事業整理損失引当金

　事業整理に伴い発生する将来の損失に備えるため、今後発生すると見込まれる損失額を計上

しております。

(4）重要なヘッジ会計の方法

イ  ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。

ロ  ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。

  ヘッジ手段…為替予約、通貨オプション

  ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務

ハ  ヘッジ方針

　主に当社の内規である「デリバティブ取引管理規程」に基づき、為替変動リスクをヘッジし

ております。

ニ  ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しており

ます。　

(5) のれんの償却方法及び償却期間

　平成21年12月31日以前に発生した負ののれんは、５年間で定額法により償却しております。

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金及び随時引出

し可能な預金並びに取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能
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であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的投資からなっております。

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

イ　消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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【表示方法の変更】

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において、「流動資産」の「その他」に含めていた「未収入金」は、資産の総額の

100分の１を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反

映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「その他」に表示していた

822百万円は、「未収入金」81百万円、「その他」740百万円として組み替えております。

　

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取保険金」は、営業外収益

の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の

変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた

64百万円は、「受取保険金」２百万円、「その他」62百万円として組み替えております。

　

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりまし

た「未収入金の増減額」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとし

ました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行ってお

ります。

　この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ

・フロー」の「その他」に表示していた54百万円は、「未収入金の増減額」△20百万円、「その他」

75百万円として組み替えております。

　

　

【追加情報】

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更

及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４

日）を適用しております。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

※１　受取手形裏書譲渡高

　
前連結会計年度

（平成23年12月31日）
当連結会計年度

（平成24年12月31日）

受取手形裏書譲渡高 119百万円 87百万円

　

※２　非連結子会社及び関連会社に係る注記

　
前連結会計年度

（平成23年12月31日）
当連結会計年度

（平成24年12月31日）

投資有価証券(株式) 2,611百万円 536百万円

　

※３　連結会計年度の期末日満期手形の取扱い

　連結会計年度末日満期手形の会計処理は、満期日に決済されたものとして処理されておりま

す。

　なお、連結会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形を

満期日に決済されたものとして処理しております。

　
前連結会計年度

（平成23年12月31日）
当連結会計年度

（平成24年12月31日）

受取手形 158百万円 222百万円

支払手形 102 85

設備関係支払手形 7 1

　

※４　担保に供されている資産

　
前連結会計年度

（平成23年12月31日）
当連結会計年度

（平成24年12月31日）

投資有価証券 5百万円 5百万円

　

担保資産が供されている債務

　
前連結会計年度

（平成23年12月31日）
当連結会計年度

（平成24年12月31日）

支払手形及び買掛金 3百万円 2百万円

　

　５　偶発債務

　連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金に対して債務の保証をしております。

前連結会計年度（平成23年12月31日）

被保証先 保証額

日高エレクトロン㈱ 390百万円

　なお、上記債務保証は連帯保証であり、当社の負担額は195百万円であります。

　

当連結会計年度（平成24年12月31日）

該当事項はありません。　

　

EDINET提出書類

日本電工株式会社(E01256)

有価証券報告書

 54/111



※６　コミットメントラインの設定

　当社グループは、運転資金の安定調達による手元資金の圧縮及び資金管理業務の合理化を目

的とし、㈱みずほコーポレート銀行を主幹事とし取引銀行７行との間に融資枠(コミットメン

トライン)を設定しております。

　
前連結会計年度

（平成23年12月31日）
当連結会計年度

（平成24年12月31日）

借入枠 10,000百万円 10,000百万円

借入実行残高 － －

差引 10,000 10,000

　

　当社グループは、運転資金の安定調達による手元資金の圧縮及び資金管理業務の合理化を目

的とし、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行を主幹事とし取引銀行５行との間に融資枠(コミットメントラ

イン)を設定しております。

　
前連結会計年度

（平成23年12月31日）
当連結会計年度

（平成24年12月31日）

借入枠 －百万円 3,000百万円

借入実行残高 － 2,000

差引 － 1,000
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(連結損益計算書関係)

※１　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額

売上原価
前連結会計年度

（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

132百万円 61百万円

　　

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費
前連結会計年度

（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

347百万円 310百万円

　

※３　固定資産除却損の主なものは、次のとおりであります。
前連結会計年度

（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

機械装置及び運搬具 188百万円 　 147百万円

　

※４　クロム塩事業の譲渡に伴い、当連結会計年度において事業整理損を計上しております。事業整

理損の内訳は次のとおりであります。
前連結会計年度

（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

──────　 減損損失 162百万円

　 　 固定資産除却損 284

　 　 事業整理損失引当金繰入額 1,756

　 　 その他 109

　 　 合計 2,312

　 　 減損損失　  

　 　

場所 用途 種類
減損損失
(百万円）

徳島県阿南市
　

生産設備等
　

建物及び構
築物

　107

機械装置及
び運搬具

54

その他 0
合計 162

　当社グループは、事業用資産については、管理会計上の区

分を基準としてグルーピングを行っております。上記資産

については、クロム塩事業の譲渡に伴い、当資産グループの

回収可能価額を著しく低下させる変化が生じたため、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を事業整理損

に含めて計上しております。

　なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値により測

定しており、その価額は将来キャッシュ・フローをもとに算

定しております。なお、算定の期間が１年未満の短期のため、

将来キャッシュ・フローを割り引いておりません。
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※５　事業清算負担金は、当社が投資していた金属珪素関連事業の主体会社が事業撤退を決議した

ことに伴い、今後の事業清算に向けて当社の負担として見込まれる損失であり、その内容は次

のとおりであります。
前連結会計年度

（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

──────　 投資有価証券評価損 11百万円

　 　 貸倒引当金繰入額 227

　 　 合計 238
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(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度（自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日）

※1  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 384百万円

組替調整額 △11

税効果調整前 372

税効果額 △96

その他有価証券評価差額金 276

繰延ヘッジ損益：   

当期発生額 △3

税効果額 1

繰延ヘッジ損益 △2

為替換算調整勘定：   

当期発生額 65

持分法適用会社に対する持分相当額：   

当期発生額 1,183

その他の包括利益合計 1,522
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
当連結会計年度期首

株式数
（株）　

当連結会計年度
増加株式数
（株）　

当連結会計年度
減少株式数
（株）　

当連結会計年度末
株式数
（株）　

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 110,433,614 － － 110,433,614
合計 110,433,614 － － 110,433,614

自己株式 　 　 　 　

普通株式　（注）１，２ 261,592 14,167 1,720 274,039
合計 261,592 14,167 1,720 274,039

（注）１　普通株式の自己株式の株式数の増加14,167株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。

　　　２　普通株式の自己株式の株式数の減少1,720株は、単元未満株式の買増請求によるものであります。　

　

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成23年３月30日
定時株主総会

普通株式 1,101 10 平成22年12月31日平成23年3月31日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成24年3月29日
定時株主総会

普通株式 881　 利益剰余金 8 平成23年12月31日平成24年3月30日
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当連結会計年度(自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
当連結会計年度期首

株式数
（株）　

当連結会計年度
増加株式数
（株）　

当連結会計年度
減少株式数
（株）　

当連結会計年度末
株式数
（株）　

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 110,433,614 － － 110,433,614
合計 110,433,614 － － 110,433,614

自己株式 　 　 　 　

普通株式　（注）１，２ 274,039 7,274 1,940 279,373
合計 274,039 7,274 1,940 279,373

（注）１　普通株式の自己株式の株式数の増加7,274株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　　　２　普通株式の自己株式の株式数の減少1,940株は、単元未満株式の売渡しによるものであります。　

　

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成24年３月29日
定時株主総会

普通株式 881 8 平成23年12月31日平成24年3月30日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成25年3月28日
定時株主総会

普通株式 550　 利益剰余金 5 平成24年12月31日平成25年3月29日

　

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前連結会計年度

（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

現金及び預金勘定 7,729百万円 6,094百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △183 △188

現金及び現金同等物 7,546 5,906
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(リース取引関係)

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

　リース取引開始日が平成21年１月１日以降のものについては、重要性が乏しいと認められ

るため、記載を省略しております。 

　また、リース取引開始日が平成20年12月31日以前のものについては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。　

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期

末残高相当額

　 （単位：百万円）

　
前連結会計年度（平成23年12月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 57 35 21

その他（工具器具及び備品） 44 41 2

合計 101 77 23

　

　 （単位：百万円）

　
当連結会計年度（平成24年12月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 37 21 15

合計 37 21 15

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。

　

(2）未経過リース料期末残高相当額等

　 （単位：百万円）

　
前連結会計年度

（平成23年12月31日）
当連結会計年度

（平成24年12月31日）

未経過リース料期末残高相当額 　 　

１年内 7 5

１年超 15 10

合計 23 15

（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

　

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失

　 （単位：百万円）

　
前連結会計年度

（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

支払リース料 16 5

減価償却費相当額 16 5
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(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

  当社グループは、事業計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入により調達しております。

一時的な余資は安全性を考慮し、短期的な預金等で運用しております。デリバティブは、為替変

動リスク及び金利変動リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針で

あります。

　(2）金融商品の内容及びそのリスク

  営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建

ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。 

　投資有価証券は、主に業務上の取引を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒さ

れております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、原則として一年以内の支払期日であります。また、そ

の一部には原料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりま

す。

　借入金は、主に営業取引及び設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、変動金利の借

入金は、金利の変動リスクに晒されております。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目

的とした為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利

スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、

ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項」「４．会計処理基準に関する事項 (4)重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

　(3）金融商品に係るリスク管理体制

 ① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　与信管理規程に基づき、定期的に取引先の与信調査を行い与信限度額を設定し、必要に応じて

債権保全策を検討・実施しております。

 ② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　外貨建ての営業債務について、為替の変動リスクを回避するため、一部は為替予約を利用して

ヘッジしております。

　また、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利の動向をみながら必要に応

じて金利スワップ取引を利用しております。

　投資有価証券については、定期的に時価の状況を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有

状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引は、社内規程に従い、各部門の要請により、実需に基づいていることを確認

の上、取引の実行と管理を経理担当部門で行っております。なお、デリバティブ取引は、信用度

の高い国内の大手銀行であるため、相手方の不履行に係る信用リスクはないと判断しておりま

す。

 ③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理　

　各部門からの報告に基づき、経理担当部門が適時に資金繰計画を作成・更新し、流動性リスク

を管理しております。また、不測の事態に備えて、金融機関とコミットメントライン契約を結ん

でおります。　

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異

なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を

把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

　

前連結会計年度（平成23年12月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 7,729 7,729 －

(2）受取手形及び売掛金 16,008 16,008 －

(3）投資有価証券 　 　 　

その他有価証券 2,545 2,545 －

資産計 26,284 26,284 －

(1）支払手形及び買掛金 5,378 5,378 －

(2）長期借入金(*1) 5,000 5,003 3

負債計 10,378 10,381 3

(*1)長期借入金には１年内返済予定の長期借入金（連結貸借対照表計上額4,400百万円）を含めております。

　

当連結会計年度（平成24年12月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 6,094 6,094 －

(2）受取手形及び売掛金 16,327 16,327 －

(3）未収入金 4,842 4,842 －

(4）投資有価証券 　 　 　

その他有価証券 2,897 2,897 －

資産計 30,161 30,161 －

(1）支払手形及び買掛金 4,743 4,743 －

負債計 4,743 4,743 －

デリバティブ取引(*1) (3) (3) －

(*1)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は（ ）で示しております。

　

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3) 未収入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

(4) 投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事

項については、注記事項「有価証券関係」に記載のとおりであります。
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負　債

(1）支払手形及び買掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

デリバティブ取引

　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

　

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 （単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（平成23年12月31日）
当連結会計年度

（平成24年12月31日）

非上場株式 (*1)(*2) 140 824

(*1)非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「（4）投資有価証券」には含めておりません。

(*2)前連結会計年度において、63百万円減損処理を行っております。

当連結会計年度において、11百万円減損処理を行っております。

　

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成23年12月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 7,726 － － －

受取手形及び売掛金 16,008 － － －

合計 23,738 － － －

　

当連結会計年度（平成24年12月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 6,094 － － －

受取手形及び売掛金 16,327 － － －

未収入金 4,842 － － －

合計 27,264 － － －

　

４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。
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(有価証券関係)

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成23年12月31日）

　 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

株式 1,422 1,007 414

小計 1,422 1,007 414

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

株式 1,123 1,427 △304

小計 1,123 1,427 △304

合計 2,545 2,435 110

　

当連結会計年度（平成24年12月31日）

　 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

株式 2,129 1,400 728

小計 2,129 1,400 728

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

株式 768 1,020 △252

小計 768 1,020 △252

合計 2,897 2,421 475

　　

２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 0 0 0

合計 0 0 0

　

当連結会計年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 37 11 0

合計 37 11 0

　　

３　減損処理を行った有価証券

　前連会計年度において、有価証券について92百万円（その他有価証券で時価のある株式29百万

円、非上場株式63百万円）の減損処理を行っております。

　当連会計年度において、有価証券について11百万円（非上場株式）の減損処理を行っておりま

す。

　なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全

て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた

額について減損処理を行っております。
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(デリバティブ取引関係)

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1）通貨関連

前連結会計年度（平成23年12月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引

為替予約取引     

買建     

米ドル 17 － 17 △0

合計 17 － 17 △0

（注）　時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

　
当連結会計年度（平成24年12月31日）

該当事項はありません。

　

(2）金利関連

該当事項はありません。

　

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

通貨関連

前連結会計年度（平成23年12月31日）

該当事項はありません。
　

当連結会計年度（平成24年12月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のう
ち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

原則的処理方法

為替予約取引     

売建     

米ドル 売掛金（予定取引） 1,726 － △1

通貨オプション取引     

買建　コール  　 　 　

米ドル 売掛金（予定取引） 1,726  － 16

売建　プット     

米ドル 売掛金（予定取引） 1,726 － △18

合計 5,179 － △3

（注）　時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度（平成22年１月に適格退職年金制度か

ら移行）及び退職一時金制度を設けております。 

　連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けており、一部の連結子会社は中

小企業退職金共済制度に加入しております。

　

２．退職給付債務に関する事項

　
前連結会計年度

（平成23年12月31日）
当連結会計年度

（平成24年12月31日）

(1）退職給付債務（百万円） △2,935 △3,150 

(2）年金資産（百万円） 521 566 

(3）未積立退職給付債務(1）＋(2）（百万円） △2,414 △2,583 

(4）未認識数理計算上の差異（百万円） 308 559 

(5）未認識過去勤務債務（債務の減額）（百万円） 28 25 

(6）連結貸借対照表計上額純額(3）＋(4）＋(5）（百万円) △2,077 △1,998 

(7）前払年金費用（百万円） － －  

(8）退職給付引当金(6）－(7）（百万円） △2,077 △1,998 

(注)　連結子会社は、退職給付の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　

３．退職給付費用に関する事項

　
前連結会計年度

（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

退職給付費用（百万円） 247 254

(1）勤務費用（百万円） 185 184

(2）利息費用（百万円） 53 53

(3）期待運用収益（減算）（百万円） △11 △10

(4）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 17 25

(5）過去勤務債務の費用処理額（百万円） 2 2

(注)　簡便法による退職給付費用は「(1)勤務費用」に計上しております。

　

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1）退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

　

(2）割引率
前連結会計年度

（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

2.0％ 1.0％
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(3）期待運用収益率
前連結会計年度

（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

2.0％ 2.0％

　

(4）過去勤務債務の額の処理年数

　14年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により費用処理し

ております。）

　

(5）数理計算上の差異の処理年数

　14年（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしており

ます。)

　

　

(ストック・オプション等関係)

　該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度

（平成23年12月31日）
　

当連結会計年度
（平成24年12月31日）

繰延税金資産 　 　 　

退職給付引当金 769百万円　 730百万円

未払役員退職金 37 　 17

投資有価証券評価損 129 　 105

ゴルフ会員権評価損　 22 　 19

未払事業税 125 　 125

未払事業所税　 3 　 2

たな卸資産調整額　 23 　 67

繰越欠損金　 0 　 0

事業整理損失引当金　 － 　 671

環境対策引当金　 194 　 679

たな卸資産評価損　 21 　 34

資産除去債務　 218 　 216

貸倒引当金超過　 － 　 86

その他 139 　 83

繰延税金資産小計 1,687 　 2,839

評価性引当額 △174 　 △159

繰延税金資産合計 1,512 　 2,680

繰延税金負債 　 　 　

その他有価証券評価差額金 △22 　 △118

特別償却準備金 △110 　 △82

圧縮記帳積立金 △8 　 △6

資産除去債務に対応する除去費用 △14 　 △15

その他 △2 　 △2

繰延税金負債合計 △158 　 △224

繰延税金資産（負債）の純額 1,354 　 2,455

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

　 （百万円）　 （百万円）

流動資産－繰延税金資産 289　 928

固定資産－繰延税金資産 1,064　 1,526

固定負債－繰延税金負債 0 　 －
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該

差異の原因となった主要な項目別の内訳

　
前連結会計年度

（平成23年12月31日）
　

当連結会計年度
（平成24年12月31日）

法定実効税率 　法定実効税率と税効果会計

適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税

率の100分の５以下であるた

め注記を省略しております。

　

　 40.4％

（調整） 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 　 3.2

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 　 △6.3

住民税均等割 　 3.3

役員賞与　 　 2.0

持分法による投資損益　 　 7.4

受取配当金連結消去　 　 4.3

税率変更による差異 　 14.0

評価性引当額の増減　 　 △2.4

関連会社株式売却による調整　 　 108.5

その他 　 0.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 　 175.1

　

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

　

(資産除去債務関係)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

　

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため記載を省略しております。　
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象と

なっているものであります。

当社は、本社に製品・サービス別の事業部を置き、各事業部は、取り扱う製品・サービス

について国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社は、事業部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されて

おり、「合金鉄事業」、「新素材事業」、「化学品事業」、「環境システム事業」、及び「そ

の他の事業」の５つを報告セグメントとしております。

なお、各報告セグメントの主な製品・サービスは次のとおりであります。

報告セグメント 　概　要

合金鉄事業　
フェロマンガン、シリコマンガン、フェロクロム、フェロシリコン、フェロバナジ
ウム、その他の特殊金属製品、金属けい素等の製造・販売等　

新素材事業
フェロボロン、金属クロム、酸化ジルコニウム、リチウムイオン二次電池材料等
の製造・販売

化学品事業 クロム塩類、ほう素類、その他工業薬品等の製造・販売等
環境システム事業　 クロム酸回収、ほう素回収、ニッケル回収、用水事業等　

その他の事業

　

金属製品、貴金属化合物等の販売、珪カル肥料、アルミ粒、微粒黒鉛、電極ペース
ト、サンプラー等鉄鋼用分析測定機器、アルミ電極箔等の製造・販売、プラス
チックの加工・販売、港湾荷役・構内作業の請負、水力発電による電力の供給、
コンクリート廃材等の再生加工・販売

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成のために採用してい

る会計処理の方法と同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益であります。セグメ

ント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

　　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

（単位：百万円）

　

報告セグメント

調整額

連結

財務諸表

計上額

（注）　

合金鉄
事業

新素材
事業

化学品
事業

環境
システム
事業　

その他の
事業　

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売

上高
47,6479,8056,8771,5325,34971,212 － 71,212

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

193 57 102 20 2,5422,915△2,915 －

計 47,8409,8626,9791,5537,89174,127△2,91571,212

セグメント利益 5,3272,140 580 344 403 8,796 － 8,796

セグメント資産 36,81613,6515,1691,4756,46563,5788,57372,152

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　 　

減価償却費 1,331 877 242 148 204 2,805 0 2,805

持分法適用会社

への投資額
2,342 － － 73 195 2,611 － 2,611

有形固定資産及

び無形固定資産

の増加額

938 380 142 108 81 1,652 △3 1,648

（注）１．セグメント資産の調整額8,573百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産8,738百万円及

びセグメント間の内部取引消去△165百万円であります。全社資産の主なものは、余資運用資産（現金及

び預金）、長期投資資金（投資有価証券等）であります。

　　　２．報告セグメント利益の合計は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

当連結会計年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）
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（単位：百万円）

　

報告セグメント

調整額

連結

財務諸表

計上額

（注）　

合金鉄
事業

新素材
事業

化学品
事業

環境
システム
事業　

その他の
事業　

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売

上高
39,1387,9146,6231,6645,08360,425 － 60,425

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

252 59 95 23 2,0752,506△2,506 －

計 39,3907,9736,7191,6877,15962,931△2,50660,425

セグメント利益 1,694 896 323 394 415 3,723 － 3,723

セグメント資産 37,97112,4495,2941,3676,39463,4778,25471,731

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　 　

減価償却費 1,268 878 223 123 193 2,688 0 2,688

持分法適用会社

への投資額
441 － － 94 0 536 － 536

有形固定資産及

び無形固定資産

の増加額

750 257 29 52 119 1,208 0 1,208

（注）１．セグメント資産の調整額8,254百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産8,373百万円及

びセグメント間の内部取引消去△119百万円であります。全社資産の主なものは、余資運用資産（現金及

び預金）、長期投資資金（投資有価証券等）であります。

　　　２．報告セグメント利益の合計は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

  本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。

　

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。　　

　

３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)　　　　　　

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名　

　新日本製鐵株式会社 　31,493　 　合金鉄事業

　

当連結会計年度(自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

  本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。

　

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。　　

　

３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)　　　　　　

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名　

　新日鐵住金株式会社 　27,260　 　合金鉄事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

　該当事項はありません。　

　

当連結会計年度(自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日)　　

　
合金鉄
事業

新素材
事業

化学品
事業

環境
システム
事業　

その他の
事業　

計 調整額 合計

減損損失 － － 162 － － 162 － 162

　　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

　平成22年１月１日前に行われた企業結合により発生した負ののれん償却額及び未償却残高

は、以下のとおりです。なお、当該負ののれんの償却額及び未償却残高は、報告セグメントに配

分しておりません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）　

当期償却額 24　

当期末残高 　0

　

当連結会計年度(自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日)

　平成22年１月１日前に行われた企業結合により発生した負ののれん償却額及び未償却残高

は、以下のとおりです。なお、当該負ののれんの償却額及び未償却残高は、報告セグメントに配

分しておりません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）　

当期償却額 0　

当期末残高 　－

　　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　　　　　　該当事項はありません。

　　

EDINET提出書類

日本電工株式会社(E01256)

有価証券報告書

 75/111



【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金　
(百万円)　

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

その他の関
係会社

新日本製鐵
㈱
（注2）

東京都千代
田区

419,524

鉄鋼製品等
の販売及び
エンジニア
リング

(被所有)　
直接 　
15.0
間接 　0.3
　

当社製品の
販売

当社製品
の販売

31,057売掛金 5,374

　

当連結会計年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金　
(百万円)　

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

その他の関
係会社

新日鐵住金
㈱
（注2）

東京都千代
田区

419,524

鉄鋼製品等
の販売及び
エンジニア
リング

(被所有)　
直接 　
15.0
間接 　0.3
　

当社製品の
販売

当社製品
の販売

27,260売掛金 7,672

（注）１　取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。

２　取引条件及び取引条件の決定方針

市場価格を勘案して、一般の取引条件と同様に決定しております。

　

(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

　

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)
　
　
　

前連結会計年度
（自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年１月１日
至 平成24年12月31日）

１株当たり純資産額 481円67銭 482円80銭

１株当たり当期純利益金額又は１株当た

り当期純損失金額（△）
41円80銭 △4円69銭

（注）１．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であり、

また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。なお、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

(注)２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成23年12月31日）
当連結会計年度

（平成24年12月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 53,267 53,404

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
207 221

（うち少数株主持分（百万円）） （207） （221）

普通株式に係る期末の純資産額（百万

円）
53,060 53,182

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（株）
110,159,575 110,154,241

(注)３．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日)

当期純利益金額又は当期純損失金額

（△）（百万円）
4,604 △516

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額又は当期

純損失金額（△）（百万円）
4,604 △516

期中平均株式数（株） 110,164,272 110,158,196

　　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】
　

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 150 2,170 0.69 －
１年以内に返済予定の長期借入金 4,400 － － －
１年以内に返済予定のリース債務 10 10 － －
長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

600 600 0.88 平成27年

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

42 32 － 平成26年～平成29年

合計 5,203 2,812 － －

(注)　１　「平均利率」については、期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額で連結貸借対照

表に計上しているため、記載しておりません。

３　長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定

額は以下のとおりであります。

　
１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

　長期借入金 － 600 － －

　リース債務 10 10 10 0

　　

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首

及び当連結会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸

表規則第92条の２の規定により記載を省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等
（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 14,720 30,269 46,519 60,425

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
994 1,888 2,683 666

四半期純利益金額又は当期純

損失金額（△）（百万円）
595 1,136 1,597 △516

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり当期純損失金

額（△）（円）

5.40 10.32 14.50 △4.69

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

5.40 4.92 4.18 △19.19
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年12月31日)

当事業年度
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,317 4,626

受取手形 ※1, ※2
 370

※1, ※2
 286

売掛金 ※2
 13,385

※2
 13,526

商品及び製品 11,086 9,216

仕掛品 266 129

原材料及び貯蔵品 7,836 8,083

前渡金 480 190

前払費用 235 195

繰延税金資産 275 908

未収入金 92 4,849

その他 120 113

流動資産合計 40,466 42,126

固定資産

有形固定資産

建物 10,867 10,045

減価償却累計額 △6,836 △6,399

建物（純額） 4,030 3,645

構築物 6,171 5,691

減価償却累計額 △4,350 △4,103

構築物（純額） 1,821 1,587

機械及び装置 36,655 33,061

減価償却累計額 △25,858 △23,850

機械及び装置（純額） 10,796 9,210

車両運搬具 51 40

減価償却累計額 △38 △32

車両運搬具（純額） 12 7

工具、器具及び備品 921 829

減価償却累計額 △838 △753

工具、器具及び備品（純額） 83 76

土地 3,587 3,581

リース資産 49 49

減価償却累計額 △2 △12

リース資産（純額） 46 37

建設仮勘定 135 333

有形固定資産合計 20,514 18,480

無形固定資産

ソフトウエア 48 19

ソフトウエア仮勘定 － 11

その他 4 4

無形固定資産合計 52 35
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年12月31日)

当事業年度
(平成24年12月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 2,028 2,304

関係会社株式 3,397 2,715

出資金 64 71

長期貸付金 － 227

従業員に対する長期貸付金 0 0

繰延税金資産 1,004 1,472

その他 284 428

貸倒引当金 － △227

投資その他の資産合計 6,779 6,992

固定資産合計 27,346 25,508

資産合計 67,813 67,634

負債の部

流動負債

支払手形 ※1
 628

※1
 467

買掛金 3,074 2,487

短期借入金 ※4
 260

※4
 2,260

1年内返済予定の長期借入金 4,400 －

リース債務 9 9

未払金 637 471

未払費用 969 809

未払法人税等 1,597 1,582

前受金 217 157

預り金 191 162

設備関係支払手形 ※1
 376

※1
 333

設備関係未払金 362 504

役員賞与引当金 28 33

事業整理損失引当金 － 1,756

その他 367 214

流動負債合計 13,120 11,249

固定負債

長期借入金 600 600

リース債務 38 29

退職給付引当金 1,937 1,866

環境対策引当金 492 1,776

資産除去債務 573 558

その他 81 33

固定負債合計 3,724 4,863

負債合計 16,845 16,113
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年12月31日)

当事業年度
(平成24年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 11,026 11,026

資本剰余金

資本準備金 4,991 4,991

その他資本剰余金 4,589 4,588

資本剰余金合計 9,580 9,579

利益剰余金

利益準備金 1,299 1,299

その他利益剰余金

特別償却準備金 174 133

圧縮記帳積立金 13 9

別途積立金 4,671 4,671

繰越利益剰余金 24,320 24,654

利益剰余金合計 30,479 30,768

自己株式 △194 △195

株主資本合計 50,891 51,179

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 76 344

繰延ヘッジ損益 － △2

評価・換算差額等合計 76 342

純資産合計 50,968 51,521

負債純資産合計 67,813 67,634
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②【損益計算書】
（単位：百万円）

前事業年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

当事業年度
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高

製品売上高 50,290 40,218

商品売上高 14,351 13,464

売上高合計 ※5
 64,642

※5
 53,683

売上原価

商品期首たな卸高 3,417 2,919

製品期首たな卸高 6,629 8,166

当期商品仕入高 14,193 13,219

当期製品製造原価 37,441 30,417

他勘定受入高 ※2
 30 －

合計 61,713 54,723

他勘定振替高 － ※3
 232

商品期末たな卸高 2,919 1,786

製品期末たな卸高 8,166 7,429

売上原価合計 ※1, ※6
 50,626

※1, ※6
 45,274

売上総利益 14,015 8,408

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 1,807 1,722

その他の販売費 1,342 1,105

給料及び手当 825 751

役員賞与引当金繰入額 28 33

退職給付費用 87 79

減価償却費 4 17

賃借料 198 200

研究開発費 ※6
 347

※6
 310

その他 918 929

販売費及び一般管理費合計 5,560 5,150

営業利益 8,454 3,258

営業外収益

受取利息 1 4

受取配当金 ※5
 312

※5
 133

受取保険金 0 33

その他 52 144

営業外収益合計 367 315

営業外費用

支払利息 50 37

支払手数料 96 54

物品売却損 142 193

その他 105 47

営業外費用合計 395 333

経常利益 8,427 3,240
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（単位：百万円）

前事業年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

当事業年度
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年12月31日)

特別利益

関係会社株式売却益 － 836

事業譲渡益 － 2,200

特別利益合計 － 3,036

特別損失

固定資産除却損 ※4
 273

※4
 219

投資有価証券評価損 92 －

出資金評価損 110 －

関係会社株式評価損 － 49

事業整理損 － ※7
 2,312

事業清算負担金 － ※8
 238

ゴルフ会員権評価損 5 1

環境対策引当金繰入額 － 1,323

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 542 －

特別損失合計 1,023 4,145

税引前当期純利益 7,404 2,131

法人税、住民税及び事業税 3,198 2,156

法人税等調整額 △152 △1,194

法人税等合計 3,045 961

当期純利益 4,358 1,169
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【製造原価明細書】
　

　 　
前事業年度

(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

当事業年度
(自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 　 26,728 71.3 19,745 65.2

Ⅱ　製造用電力費 　 3,874 10.3 3,538 11.7

Ⅲ　労務費 ※2 3,224 8.6 3,016 9.9

Ⅳ　経費 　 　 　 　 　

１　減価償却費 　 2,337　 2,270　

２　修繕費 　 656　 534　

３　その他経費 ※3 2,082　 2,031　

経費計 　 5,076 13.5 4,835 16.0

Ⅴ　控除額 　 　 　 　 　

１　自家発電力使用 　 △274　 △264　

２　生成スラグ 　 △1,142　 △591　

控除額計 　 △1,417 △3.7 △855 △2.8

当期製造費用 　 37,486 100.0 30,280 100.0

仕掛品期首たな卸高 　 221　 266　

仕掛品期末たな卸高 　 △266　 △129　

当期製品製造原価 　 37,441　 30,417　

(注) 　１　原価計算方法：原価計算は要素別部門別に計算を行い、合金鉄は組別総合原価計算を、化学品は工程別総合原

価計算を採用しております。

※２　労務費には、退職給付費用が前事業年度116百万円、当事業年度124百万円含まれております。

※３　その他経費には、公害防止設備の減価償却費が環境保全費として前事業年度340百万円、当事業年度263百万

円含まれております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

当事業年度
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年12月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 11,026 11,026

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,026 11,026

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 4,991 4,991

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,991 4,991

その他資本剰余金

当期首残高 4,589 4,589

当期変動額

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 4,589 4,588

資本剰余金合計

当期首残高 9,580 9,580

当期変動額

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 9,580 9,579

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 1,299 1,299

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,299 1,299

その他利益剰余金

特別償却準備金

当期首残高 183 174

当期変動額

特別償却準備金の積立 23 －

特別償却準備金の取崩 △31 △41

当期変動額合計 △8 △41

当期末残高 174 133

圧縮記帳積立金

当期首残高 16 13

当期変動額

圧縮記帳積立金の取崩 △3 △3

当期変動額合計 △3 △3

当期末残高 13 9
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

当事業年度
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年12月31日)

別途積立金

当期首残高 4,671 4,671

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,671 4,671

繰越利益剰余金

当期首残高 21,052 24,320

当期変動額

特別償却準備金の積立 △23 －

特別償却準備金の取崩 31 41

圧縮記帳積立金の取崩 3 3

剰余金の配当 △1,101 △881

当期純利益 4,358 1,169

当期変動額合計 3,268 333

当期末残高 24,320 24,654

利益剰余金合計

当期首残高 27,222 30,479

当期変動額

特別償却準備金の積立 － －

特別償却準備金の取崩 － －

圧縮記帳積立金の取崩 － －

剰余金の配当 △1,101 △881

当期純利益 4,358 1,169

当期変動額合計 3,256 288

当期末残高 30,479 30,768

自己株式

当期首残高 △188 △194

当期変動額

自己株式の取得 △7 △1

自己株式の処分 1 1

当期変動額合計 △6 △0

当期末残高 △194 △195

株主資本合計

当期首残高 47,641 50,891

当期変動額

剰余金の配当 △1,101 △881

当期純利益 4,358 1,169

自己株式の取得 △7 △1

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 3,250 287

当期末残高 50,891 51,179
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

当事業年度
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年12月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 531 76

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△454 268

当期変動額合計 △454 268

当期末残高 76 344

繰延ヘッジ損益

当期首残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ △2

当期変動額合計 － △2

当期末残高 － △2

評価・換算差額等合計

当期首残高 531 76

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△454 265

当期変動額合計 △454 265

当期末残高 76 342

純資産合計

当期首残高 48,172 50,968

当期変動額

剰余金の配当 △1,101 △881

当期純利益 4,358 1,169

自己株式の取得 △7 △1

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △454 265

当期変動額合計 2,795 553

当期末残高 50,968 51,521
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【重要な会計方針】

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

時価のないもの

　移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品・製品・半製品・原材料・仕掛品・貯蔵品

　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）

３．デリバティブ等の評価基準及び評価方法

　時価法によっております。

４．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

徳島工場・北陸工場……………定額法

その他の事業所…………………定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法を採用

しております。主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　７年～47年

機械装置　　　　７年～20年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　ソフトウェア(自社利用)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法、それ

以外の無形固定資産については残存価額を零とする定額法によっております。

(3) リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。　

５．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。　　

(2) 役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しておりま

す。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）による定

額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(14年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。

　また、執行役員の退職による退職慰労金支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給

額を計上しております。　

(4) 環境対策引当金

　環境対策工事の支出及びポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）の処理費用に備えるため、今後発生す
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ると見込まれる金額を計上しております。

(5) 事業整理損失引当金

　事業整理に伴い発生する将来の損失に備えるため、今後発生すると見込まれる損失額を計上し

ております。

６．重要なヘッジ会計の方法

イ ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。

ヘッジ手段…為替予約、通貨オプション

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務

ハ ヘッジ方針

　主に当社の内規である「デリバティブ取引管理規程」に基づき、為替変動リスクをヘッジし

ております。

ニ ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しており

ます。

７．その他財務諸表作成のための重要な事項　

消費税等の会計処理について

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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【表示方法の変更】

（貸借対照表）

　前事業年度において、「流動資産」の「その他」に含めていた「未収入金」は資産の総額の100分

の１を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させる

ため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「その他」に表示していた213百万円

は、「未収入金」92百万円、「その他」120百万円として組み替えております。

　

（損益計算書）

　前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取保険金」は、営業外収益の

総額の100分の10を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更

を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた53百万

円は、「受取保険金」０百万円、「その他」52百万円として組み替えております。

　

　

【追加情報】

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用し

ております。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

※１　期末日満期手形の取扱い

　期末日満期手形の会計処理は、満期日に決済されたものとして処理されております。

　なお、事業年度の末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済さ

れたものとして処理しております。

　
前事業年度

（平成23年12月31日）
当事業年度

（平成24年12月31日）

受取手形 97百万円 70百万円

支払手形 48 35

設備関係支払手形 7 1

　

※２　関係会社に係る注記

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対する主なものは、次のとおり

であります。

　
前事業年度

（平成23年12月31日）
当事業年度

（平成24年12月31日）

受取手形及び売掛金 6,351百万円 8,596百万円

　

　３　偶発債務

前事業年度（平成23年12月31日）

(1)次の会社の営業取引に対する債務の保証をしております。

被保証先 保証額

共栄産業㈱ 419百万円

(2)次の会社の金融機関からの借入金に対して債務の保証をしております。

被保証先 保証額

日高エレクトロン㈱ 390百万円

　なお、日高エレクトロン㈱への債務保証は連帯保証であり、当社の負担額は195百万円であ

ります。

　

当事業年度（平成24年12月31日）

次の会社の営業取引に対する債務の保証をしております。

被保証先 保証額

共栄産業㈱ 461百万円

　

EDINET提出書類

日本電工株式会社(E01256)

有価証券報告書

 92/111



※４　コミットメントラインの設定

　当社は、運転資金の安定調達による手元資金の圧縮及び資金管理業務の合理化を目的とし、㈱

みずほコーポレート銀行を主幹事とし取引銀行７行との間に融資枠(コミットメントライン)

を設定しております。

　
前事業年度

（平成23年12月31日）
当事業年度

（平成24年12月31日）

借入枠 10,000百万円 10,000百万円

借入実行残高 － －

差引額 10,000 10,000

　当社は、運転資金の安定調達による手元資金の圧縮及び資金管理業務の合理化を目的とし、㈱

三菱東京ＵＦＪ銀行を主幹事とし取引銀行５行との間に融資枠(コミットメントライン)を設

定しております。

　
前事業年度

（平成23年12月31日）
当事業年度

（平成24年12月31日）

借入枠 －百万円 3,000百万円

借入実行残高 － 2,000

差引 － 1,000
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(損益計算書関係)

※１　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額

売上原価
前事業年度

（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当事業年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

128百万円 59百万円

　

※２　他勘定受入高は、原材料からの振替等であります。

　

※３　他勘定振替高は、たな卸資産譲渡高等であります。

　

※４　固定資産除却損の主なものは、次のとおりであります。
前事業年度

（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当事業年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

機械装置 187百万円 　 147百万円

　

※５　関係会社に係る注記

　関係会社との取引に係る主なものは、次のとおりであります。
前事業年度

（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当事業年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

売上高 34,905百万円 　 30,006百万円

受取配当金 244 　 73

　

※６　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費
前事業年度

（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当事業年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

347百万円 310百万円
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※７　クロム塩事業の譲渡に伴い、当事業年度において事業整理損を計上しております。事業整理損

の内訳は、次のとおりであります。
前事業年度

（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当事業年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

──────　 減損損失 162百万円

　 　 固定資産除却損 284

　 　 事業整理損失引当金繰入額 1,756

　 　 その他 109

　 　 合計 2,312

　 　 減損損失　 　

　 　

場所 用途 種類
減損損失
(百万円）

徳島県阿南市
　

生産設備
等
　

建物及び構
築物

　107

機械装置及
び運搬具

54

その他 0
合計 162

　当社は、事業用資産については、管理会計上の区分を基準

としてグルーピングを行っております。上記資産について

は、クロム塩事業の譲渡に伴い、当資産グループの回収可

能価額を著しく低下させる変化が生じたため、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を事業整理損に含め

て計上しております。

　なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値により測

定しており、その価額は将来キャッシュ・フローをもとに

算定しております。なお、算定の期間が１年未満の短期のた

め、将来キャッシュ・フローを割り引いておりません。

　

※８　事業清算負担金は、当社が投資していた金属珪素関連事業の主体会社が事業撤退を決議した

ことに伴い、今後の事業清算に向けて当社の負担として見込まれる損失であり、その内容は次

のとおりであります。
前事業年度

（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当事業年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

──────　 投資有価証券評価損 11百万円

　 　 貸倒引当金繰入額 227

　 　 合計 238

　

EDINET提出書類

日本電工株式会社(E01256)

有価証券報告書

 95/111



(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

　　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
当事業年度期首
株式数（株）　

当事業年度増加
株式数（株）　

当事業年度減少
株式数（株）　

当事業年度末株式数
（株）　

普通株式（注）１，２ 261,592 14,167 1,720 274,039

（注）１　普通株式の自己株式の株式数の増加14,167株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少1,720株は、単元未満株式の買増請求によるものであります。

　

当事業年度(自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

　　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
当事業年度期首
株式数（株）　

当事業年度増加
株式数（株）　

当事業年度減少
株式数（株）　

当事業年度末株式数
（株）　

普通株式（注）１，２ 274,039 7,274 1,940 279,373

（注）１　普通株式の自己株式の株式数の増加7,274株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少1,940株は、単元未満株式の売渡しによるものであります。

　

　

(リース取引関係)

（借主側）

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

　重要性が乏しいと認められるため、記載を省略しております。

　　

　

(有価証券関係)

　子会社株式及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式1,843百万円、関連会社

株式315百万円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式1,182百万円、関連会社株式1,706百万

円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりませ

ん。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

（平成23年12月31日）
　

当事業年度
（平成24年12月31日）

繰延税金資産 　　 　

退職給付引当金 718百万円　 680百万円

未払役員退職金 31 　 12

投資有価証券評価損 126 　 101

ゴルフ会員権評価損 22 　 19

未払事業税 120 　 113

未払事業所税 2 　 1

たな卸資産調整額 23 　 67

事業整理損失引当金 － 　 671

環境対策引当金 194 　 679

たな卸資産評価額 21 　 33

資産除去債務 206 　 203

貸倒引当金超過 － 　 86

その他 128 　 74

繰延税金資産小計 1,596 　 2,745

評価性引当額 △170 　 △154

繰延税金資産合計 1,425 　 2,591

繰延税金負債 　　 　

その他有価証券評価差額金 △14 　 △107

特別償却準備金 △110 　 △82

圧縮記帳積立金 △8 　 △6

資産除去債務に対応する除去費用 △12 　 △13

繰延税金負債合計 △146 　 △209

繰延税金資産の純額 1,279 　 2,381

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該

差異の原因となった主要な項目別の内訳

　
前事業年度

（平成23年12月31日）
　

当事業年度
（平成24年12月31日）

法定実効税率 法定実効税率と税効果

会計適用後の法人税等

の負担率との間の差異

が法定実効税率の100分

の５以下であるため注

記を省略しております。

　 40.4％

（調整） 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 　 0.8

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 　 △1.9

住民税均等割 　 0.9

役員賞与 　 0.6

税率変更による差異　 　 4.4

評価性引当額の増減 　 △0.8

その他 　 0.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 　 45.1

　

　

(資産除去債務関係)

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)
　
　
　

前事業年度
（自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日）

当事業年度
（自 平成24年１月１日
至 平成24年12月31日）

１株当たり純資産額 462円68銭 467円72銭

１株当たり当期純利益金額 39円56銭 10円62銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

（注）２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

（平成23年12月31日）
当事業年度

（平成24年12月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 50,968 51,521

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額（百万

円）
50,968 51,521

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（株）
110,159,575 110,154,241

(注)３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

当事業年度
(自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益金額（百万円） 4,358 1,169

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（百万

円）
4,358 1,169

期中平均株式数（株） 110,164,272 110,158,196

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

　【株式】
　

　 　 銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券
その他有価
証券　

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 1,006,670 464
日鉄鉱業㈱ 940,000 357
㈱みずほフィナンシャルグループ 2,126,591 354
日鐵商事㈱ 1,401,500 322
大同特殊鋼㈱ 370,986 161
㈱阿波銀行 286,032 140
㈱常陽銀行 244,326 99
㈱神戸製鋼所 620,544 67
大阪北合同運送㈱ 100,000 50
ジオスター㈱ 178,000 42
その他18銘柄 708,282 243
計 7,982,931 2,304

　

EDINET提出書類

日本電工株式会社(E01256)

有価証券報告書

 99/111



【有形固定資産等明細表】
　

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

建物 10,867 66
888
(63)　

10,045 6,399 276 3,645

構築物 6,171 71
552
(43)　

5,691 4,103 175 1,587

機械及び装置 36,655 736
4,330
(54)　

33,06123,850 2,104 9,210

車両運搬具 51 1
12
(0)　

40 32 5 7

工具、器具及び備品 921 24
116
(0)　

829 753 30 76

土地 3,587 － 5 3,581 － － 3,581
リース資産 49 － － 49 12 9 37
建設仮勘定 135 1,088 890 333 － － 333

有形固定資産計 58,439 1,979
6,796
(162)　

53,63235,152 2,602 18,480

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　
ソフトウエア － － － 194 174 32 19
ソフトウエア仮勘定 － － － 11 － － 11
その他 － － － 4 － － 4
無形固定資産計 － － － 217 174 32 35

長期前払費用 － － － － － － －
繰延資産 － － － － － － －

(注) １　当期増加額の主なもの

機械及び装置 徳島工場 ２号炉電気炉補修工事 201百万円

建設仮勘定 高岡工場 第３工場設備工場 159百万円

２　当期減少額の主なもの

建物 徳島工場 クロム塩工場建屋 108百万円

機械及び装置 徳島工場 　　　〃　　浸出槽 127百万円

〃 〃 　　　〃　　焙焼炉 108百万円

〃 〃 　　　〃　　フィルタープレス 102百万円

３　無形固定資産については、資産総額の１％以下のため「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の

記載を省略しております。

４．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。
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【引当金明細表】
　

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 － 227 － － 227
役員賞与引当金 28 33 28     33
環境対策引当金 492 1,323 29 9 1,776
事業整理損失引当金 － 1,756 － － 1,756

　（注）環境対策引当金の「当期減少額（その他）」は、環境対策工事の見積金額の見直しによるものであります。

　

EDINET提出書類

日本電工株式会社(E01256)

有価証券報告書

101/111



(2) 【主な資産及び負債の内容】

ａ　流動資産

①　現金及び預金
　

区分 金額(百万円) 区分 金額(百万円)
現金 0 　通知預金 18
預金 　 　定期預金 32
当座預金 4,500 預金計 4,625
普通預金 75 計 4,626

　

②　受取手形

(相手先別内訳)
　

相手先 金額(百万円) 相手先 金額(百万円)
㈱メタルワン建材 75メルテックス㈱ 21
上村工業㈱ 60伊藤忠メタルズ㈱ 16
金森藤平商事㈱ 30その他 83
　 　 計 286

　

(期日別内訳)
　

決済期日 25年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月以降 計
金額(百万円) 78 73 80 43 11 － 286

　

③　売掛金

(相手先別内訳)
　

相手先 金額(百万円) 相手先 金額(百万円)

新日鐵住金㈱ 7,672
オートモーティブエナジー
サプライ㈱

688

日立金属㈱ 947日本電気硝子㈱ 462
共栄産業㈱ 879その他 2,874
　 　 計 13,526

　

(売掛金の発生及び回収並びに滞留状況)
　
当期首残高
(百万円)

当期発生高
(百万円)

当期回収高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

回収率
(％)

滞留月数
(月)

13,385 56,191 56,050 13,526 80.6 2.90
　

回収率　＝
当期回収高

前期末残高＋当期発生高
　

滞留月数＝
当期末残高

当期回収高÷12
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④　商品及び製品
　
区分 種類 金額(百万円) 種類 金額(百万円)
商品 マンガン系合金鉄 117新素材 46
　 シリコン系合金鉄 380化学品 58
　 クロム系合金鉄 439環境システム 4
　 特殊金属製品 739　 　
　 　 　 計 1,786
製品 マンガン系合金鉄 3,800その他 172
　 特殊金属製品 14　 　
　 新素材 2,545　 　
　 化学品 95　 　
　 　 　 計 6,627
半製品 合金鉄 769その他 0
　 新素材 32　 　
　 　 　 計 801
　 　 　 合計 9,216

　

⑤　仕掛品
　

種類 金額(百万円) 種類 金額(百万円)

合金鉄 110　 　

新素材 18 計 129

　

⑥　原材料及び貯蔵品
　
区分 種類 金額(百万円) 種類 金額(百万円)
原材料 マンガン鉱石 3,415その他 3,765
　 コークス 502　 　
　 　 　 計 7,684
貯蔵品 荷造材料類 52雑品類 28
　 修繕材料類 54機械部品類 20
　 耐火材料類 121その他 113
　 副資材類 8 計 398
　 　 　 合計 8,083
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⑦　未収入金

(相手先別内訳)
　

相手先 金額(百万円) 相手先 金額(百万円)

日本化学工業㈱　 　2,634SAJバナジウム・リミテッド 　6

SAMANCOR CHROME LTD. 　2,177
オートモーティブエナジー
サプライ㈱

　5

東洋インキ㈱　 　6 その他 　19

　 　 計 　4,849

　

ｂ　流動負債

①　支払手形

(相手先別内訳)
　

相手先 金額(百万円) 相手先 金額(百万円)
㈲日栄工業 170光陽工具㈱ 14
吉見石灰工業㈱ 138㈱カコー 14
㈱佐渡 37その他 92
　 　 計 467

　

(期日別内訳)
　

決済期日 25年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月以降 計
金額(百万円) 111 127 68 95 35 29 467

　　

②　買掛金
　

相手先 金額(百万円) 相手先 金額(百万円)
水島合金鉄㈱ 436共栄産業㈱ 118
昭和電炉興業㈱ 140エム・シー・カーボン㈱ 115
東海運㈱ 135その他 1,541
　 　 計 2,487
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(3) 【その他】

　該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

　

　
　
事業年度 １月１日から12月31日まで
定時株主総会 毎年３月中
基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日
中間配当　６月30日
期末配当　12月31日

１単元の株式数 1,000株
単元未満株式の買取り・買増し 　

取扱場所
(特別口座)
東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

株主名簿管理人
(特別口座)
東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社

取次所 －
買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額とする。

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。但し、事故その他のやむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
http://www.nippondenko.co.jp/

株主に対する特典 なし

(注)当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができません。(1)会

社法第189条第２項各号に掲げる権利　(2)会社法第166条第１項の規定による請求をする権利　(3)株主の有する株式

数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利　(4)単元未満株式の買増しを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

　

　
　
１ 【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度 第112期(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)平成24年３月30日関東財務局長に

提出。

　

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成24年３月30日関東財務局長に提出。

　

(3) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第113期第１期四半期(自　平成24年１月１日　至　平成24年３月31日)平成24年５月14日関東財務局長

に提出。

第113期第２期四半期(自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日)平成24年８月13日関東財務局長

に提出。

第113期第３期四半期(自　平成24年７月１日　至　平成24年９月30日)平成24年11月13日関東財務局長

に提出。

　

(4) 臨時報告書

平成24年４月３日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結

果）に基づく臨時報告書であります。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
　

該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

平成２５年３月２８日
　
日本電工株式会社
 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大　　橋　　洋　　史　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 定　　留　　尚　　之　　㊞

　

　

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている日本電工株式会社の平成２４年１月１日から平成２４年１２月３１日までの連結

会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資

本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、そ

の他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて

合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。

監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評

価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するため

のものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する

ために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用

した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財

務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、日本電工株式会社及び連結子会社の平成２４年１２月３１日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本電工株

式会社の平成２４年１２月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにあ

る。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができな

い可能性がある。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書

に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報

告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基

準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため

に、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証

拠を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告

の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係

る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統

制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、日本電工株式会社が平成２４年１２月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であ

ると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内

部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
　
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。 

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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 独立監査人の監査報告書  

 

平成２５年３月２８日
日本電工株式会社
 取締役会　御中  
　
 新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大　　橋　　洋　　史　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 定　　留　　尚　　之　　㊞

　

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状
況」に掲げられている日本電工株式会社の平成２４年１月１日から平成２４年１２月３１日までの第１
１３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、
その他の注記及び附属明細表について監査を行った。
　
財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を
表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な
保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査
手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ
いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財
務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検
討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、日本電工株式会社の平成２４年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度
の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
　
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。
２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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